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序章 本研究の問題意識と構成 
 
第１節 本研究の問題意識 
 ものが売れなくなった。出口をなかなか見いだすことができなかったこの難問につ
いて、ひとつのヒントが注目される。「所有から共有へ」。消費行動については、これ
まで購買されるものは所有されるという前提があった。ところが、一般住宅の部屋を
宿泊施設として活用する空き部屋シェアサイト「Airbnb」、スマートフォンによるラ
イドシェアサービス「Uber」、スマートフォン上であらゆる中古品が売買されるフリ
マアプリ「メルカリ」等、いずれも購買後の消費プロセスに焦点があてられている。
所有権でなく利用権を中心に考えられているのである。このようなビジネスが台頭し
た背景のひとつとして、情報化の進展に伴う情報の非対称性をめぐる変化が挙げられ
る。情報の非対称性とは、製品の品質に関する情報格差が企業と顧客の間に存在する
ことを指す。 
「企業と顧客の間には、例えば、製品の品質をめぐる明らかな情報格差（情報の非対
称性という）が存在していたが、情報化の進展によって、そうした交換（取引）に伴う
情報の非対称性は解消されたというのが一般的な理解である」(村松、2015、p136)。 
情報化の進展は、資源としての情報について、その重要性を高めたばかりでなく、顧
客にとって入手が容易なものにもした。顧客が企業とともに価値を創造する価値共創
が注目されるようになった一因である。 
 環境変化に対応しなくてはならないのは、企業の常である。しかし、価値共創の場
合は、通常の変化対応と次元が異なる。価値は従来、企業によってあらかじめ商品に
埋め込まれており、市場における交換価値として決定されるものだった。価値創造の
主体は、顧客でなく企業だったのだ。ところが、価値共創においては、価値は常に顧
客とともに創造される。企業と顧客の関係が根底から問い直されるのである。戦略か
ら組織にいたるまで、従来の価値創造に最適化された企業の諸要素が、価値共創の論
理と対立する。仮に企業が戦略から組織にいたるまで価値共創に適応させたとしても、
変化対応に最も後れをとる組織文化による抵抗が考えられる。価値共創を企業活動に
おいて実践していくのは、決して容易ではない。 
 これまでのマーケティング研究は、顧客価値の最大化を自明としながらも、それが
専ら市場取引を介して行われることを前提に考えてきた。その結果、実務上の示唆が
事前計画的な企業活動を念頭に置いてきたことは否めない。しかし、顧客価値につい
ては、市場取引すなわち購買の時点ばかりでなく、その後すなわち顧客の使用プロセ
スにおいても評価されるべきであるというのが、「所有から共有へ」の含意である。
このように時間軸を価値創造のプロセスに導入したのが、価値共創研究の成果である
といえる。そこには、経済合理性に社会合理性が加わった視点からマーケティングを
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見直す契機を与えた意義を見いだすことができる。その一方で、企業と顧客の価値共
創がどのような場合に行き詰まるのかという実務上の示唆が軽視されてきたことは否
めない。 
 本研究は、企業と顧客の価値共創がどのような場合に行き詰まるのかを、相互作用
の問題として読み解く。そして、資源統合の視点から、両者の相互作用が行き詰まる
状況を打開する手がかりとして「触媒的機能」という概念を示し、それが価値共創の
プロセスにおいてどのように発生し発達していくのかを明らかにする。具体的には、
事業転換に伴い経営資源の転換を迫られた富士フイルムが価値共創に活路を見いだし、
その視野を社内から社外へと拡大していくなかで、相互作用が行き詰まる状況を打開
する触媒的機能がどのように同社に発生したのか、やがてOpen Innovation Hubという
形で切り出された触媒的機能がどのように発達していったのかについて、Open 
Innovation Hubが関与した価値共創の事例をまじえて明らかにする。また、その事例
に基づき、触媒的機能が顧客によってどのように活用されたのかについても考察する。 
 
第２節 全体の構成と各章の位置づけ 
 序章においては、本研究の問題意識を明確にする。 
 第１章においては、まず、本研究が対象とする「外から内へ(Outside-In)」の価値共
創について、これまでの研究をふりかえる。とりわけ、アクター間の直接的な相互作
用に焦点を当てつつ、資源統合の視点を加える。また、触媒の役割に注目し、関連す
るこれまでの研究を社会科学全般に視野を広げてふりかえる。 
 第２章においては、本研究の分析視角を３つ挙げる。第１に、本研究が対象とする
価値共創について、その満たすべき３つの要件を挙げる。第２に、相互作用が行き詰
まる状況について、資源統合におけるアクターの能力と意志の問題をとりあげ、この
問題に起因する２つの状況を挙げる。第３に、価値共創における触媒的機能について、
都市再生において触媒の役割を担うアーバン・カタリストに関する研究の成果に示唆
を得て、２つの触媒的機能を挙げる。 
 第３章においては、２つの触媒的機能の発生と発達について明らかにすることを調
査の目的として、ケース・スタディを採用し、その対象事例として富士フイルムにお
ける価値共創の試みを選定した理由について説明する。また、対象事例の関係者に対
するインタビューの調査設計の概要について述べる。 
 第４章においては、主として対象事例の関係者に対するインタビューに基づき、事
業転換に迫られた富士フイルムが、R&Dスタッフの働き方の変革から社内における価値
共創に活路を見いだし、可視化の重視と共通言語の空洞に対する意識づけを通じて、
触媒的機能を発生させるまでのプロセスを追う。 
 第５章においては、主として対象事例の関係者に対するインタビューに基づき、社
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外との価値共創を本格化させてビジネスチャンスを探ることに踏み切った富士フイル
ムが、Open Innovation Hubという形で切り出した触媒的機能をその後どのように発達
させていったのか、そのプロセスを追う。ヤマハ発動機ならびにYUIMA NAKAZATO、そ
れぞれの顧客との価値共創の事例を通じて、触媒的機能が相互作用にもたらした変化
についても言及する。 
 第６章においては、前２章で取り上げた価値共創の取り組み事例に基づき、アクタ
ーとしての企業における触媒的機能の発生と発達について、およびアクターとしての
顧客による触媒的機能の活用について、それぞれ考察する。さらに、２つの触媒的機
能にとどまらず、組織受容デザインを推進する触媒的機能としての可能性、また触媒
的機能の共有化あるいは拡張の可能性についても言及する。 
 終章においては、本研究の議論を総括した上で、その理論上ならびに実務上の示唆
についてまとめ、今後の研究課題についても言及する。 
 
 
第１章 先行研究のレビュー 
 
第１節 価値共創における相互作用 
価値共創が初めて明確な形で提示されたのは、Prahalad & Ramaswamy(2004)である。
価値共創が始まると、企業は生産、消費者は消費という従来の役割分担は消え、消費
者が価値の定義や創造にかかわりを強めるようになり、そのような消費者と企業との
共創経験が価値の土台になるとした。この共創経験がどのように生まれるかについて、
Ramaswamy & Gouillart(2010)がひとつの示唆を与える。企業と顧客の価値共創は、企
業が顧客を巻き込む「内から外へ(Inside-Out)」と、顧客へ企業が入り込んでいく「外
から内へ(Outside-In)」に分けられる。前者は、企業が製品・サービス開発の社内プロ
セスに顧客を参加させるものであり、イノベーション研究における顧客参加型共同生
産に代表される。後者は、企業が顧客による製品・サービス使用のプロセスに入り込
んでいくものであり、価値は常に顧客とともに創造されるとするサービス・ドミナン
ト・ロジック（Service Dominant Logic、以下、S-Dロジック）に代表される。 
南・西岡(2014)も、価値共創には２つの文脈、すなわちS-Dロジックに代表されるco-
creation of valueの概念と、オープン・イノベーションに代表される顧客参加型の共
同開発による価値創出という概念があるとする。S-Dロジックは、Vargo & Lusch(2004)
以降、研究者たちとの広くオープンな議論を通じて理論的な精緻化を目指していくス
タイルをとった。とりわけ価値共創は、共同生産における協働関係とは区別され、対
話的な相互作用を伴うものであるという考え方が付加されて、S-Dロジックの主要な理
論的要素と位置づけられるにいたっている。 
5 
 
 この２つの文脈について、石川(2018)は、価値共創についての異なる解釈の並存が
その混同を招く場合もある「価値共創の多義性」として論じる。イノベーション研究
における価値共創は、企業が製品開発のプロセスに顧客を参加させるオープン・イノ
ベーションやユーザー・イノベーションの概念として論じられてきた。一方、S-Dロジ
ックを提唱したVargo & Lusch(2004)は、価値共創が企業の意図と関係なく、顧客が購
買してからの使用・消費のプロセスで初めて実現されるとした。このように重視され
るのが製品開発のプロセスか使用・消費のプロセスかの違いがあるにもかかわらず、
両者を区別しない誤解がみられるとする。 
 本研究は、顧客へ企業が入り込んでいく「外から内へ(Outside-In)」の価値共創を
対象とする。その理由は、価値共創が初めて明確な形で提示されたPrahalad & 
Ramaswamy(2004)に遡る。価値の土台となる共創経験には、価値共創以前の取引と異な
る３つの特徴がある。第１に、企業と顧客の関わり合いの目的として、価値の獲得に
とどまらず価値の創造が加わることである。第２に、その関わり合いが、バリューチ
ェーンの末端で一度限りということではなく、いつでもどこでも繰り返し起こること
である。第３に、従来は品質といえば企業が提供する製品やサービスの品質を指して
いたものが、それに代わって共創経験の質が問われるようになることである。共創経
験の質においては「多彩なチャネルや選択肢が用意されているか、充実した取引経験
が得られるか、価格に対して納得いく経験ができるか、といった点が大きな意味を持
つ」(同、邦訳p86)。この３つの特徴は、顧客へ企業が入り込んでいく「外から内へ
(Outside-In)」の価値共創に通じるものである。ここからは、「外から内へ(Outside-
In)」の価値共創を代表するS-Dロジックを手始めに、先行研究をふりかえる。 
南・西岡(2014)が指摘するように、S-Dロジック研究の特徴のひとつに、研究者たち
との広くオープンな議論が挙げられる。Vargo & Lusch(2004)が提示した基本的前提も、
この議論を通じて変更あるいは追加され、そして公理が提示されてきた(注１)。公理
１は、2008年に提示された「サービスが交換の基本的単位である」である。ここでい
うサービスは、従来のようにモノと対比される無形財を意味するのではなく「他のア
クターあるいは自身のベネフィットのために資源を適用すること」(Lusch & 
Vargo,2014、邦訳p65)と定義される。アクターとは、エージェンシー(目的をもって行
動するための能力)を保持するエンティティ(実体)を指す（同、邦訳p64）。公理２は、
2016年に提示された「価値は受益者を含む複数のアクターによって常に共創される」
である。したがって、S-Dロジックにおける価値共創を、アクター間における資源の相
互適用によるものとして考えることができる。公理３は、2008年に提示された「すべ
ての社会的アクターと経済的アクターが資源統合者である」である。資源統合者とは、
サービス交換、すなわちアクター間における資源の相互適用を通じて自らの問題を解
決しようとする人々である(同、邦訳p152)。ここで重要なのが、顧客もまた資源統合
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者とされる点である。 
「Ｂ(と短縮表記されるビジネスあるいは生産者)であれＣ(と短縮表記される消費者
あるいは顧客)であれ、他のアクターたち(他のＢあるいはＣ)と市場で交換できる新た
な資源を創造するために様々な源泉から獲得した資源を統合し変換するという点を考
慮すれば、ＢとＣの双方ともビジネスであると理解できる。要するに、顧客に関して
も、資源を統合し、変換し、交換するアクターという観点から特徴づけることができ
るということだ」(同、邦訳p120)。 
サービス・ロジック（Service Logic、以下Sロジック）は、S-Dロジックと相互に影
響しながらもノルディック学派が独自に発展させてきたものである。Sロジックは、価
値共創における資源統合についてそのプロセスを重視する(Grönroos,2007)。Grönroos 
& Gummerus(2014)は、Sロジックに基づくマーケティングのための10の管理原則(10 
managerial principles)の第１に、サービス・プロバイダーと密接な価値創造領域で
ある顧客領域において、顧客は使用価値としての価値を創造するが、それは新たな資
源を既存の資源と統合することによって生み出されることを挙げる。資源統合者とし
ての顧客を価値共創の主体とする点において、S-Dロジックと共通する。また、第５の
管理規則として、共創のプラットフォームが存在し価値創造プロセスにおいてアクタ
ー間の直接的な相互作用が生じた場合にのみ、サービス・プロバイダ―は顧客ととも
に価値を創造することが可能となり、アクター間に価値共創の機会が訪れることを挙
げる。資源統合のプロセスを重視するSロジックは、S-Dロジックがアクター間におけ
る資源の相互適用というところをアクター間の直接的な相互作用とする違いがある。 
アクター間の直接的な相互作用がどこで生じるかについては、３つの価値創造領域
にみることができる(Grönroos,2013)(張、2015)。すなわち、プロバイダー領域、顧客
領域、そしてジョイント領域という３つの価値創造領域である(図表１－１)。プロバ
イダー領域において、顧客の価値創造を促進する資源が企業によって生産される。プ
ロバイダー領域が顧客にとって閉鎖的であるのと同様に、顧客領域はプロバイダーに
とって閉鎖的であり、そこではプロバイダーから獲得した資源との相互作用、いわば
間接的な相互作用が顧客によって行われる。これに対して、ジョイント領域において
は、プロバイダーと顧客の間で直接的な相互作用が行われる。ジョイント領域につい
ては、「外から内へ(Outside-In)」の価値共創において持つ意味が「内から外へ(Inside-
Out)」の価値共創におけるそれと異なることを強調しておきたい。企業が顧客を巻き
込む後者の場合、ジョイント領域の拡大は、顧客との相互作用が企業の論理の枠を逸
脱しない範囲に限られる。一方、顧客へ企業が入り込んでいく前者の場合、顧客から
相互作用を拒絶されないかぎり、ジョイント領域の持続的な拡大が可能になる。 
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図表１－１ Sロジックにおける３つの価値創造領域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊Grönroos(2013)張(2015)に基づき、筆者作成。 
 
直接的な相互作用を重視するSロジックは、パートタイム・マーケターに注目する。
パートタイム・マーケターとは、マーケティング以外の職務に就き、基本的には顧客
との相互作用を正規に行う従業員とされる。フルタイム・マーケターとしてのマーケ
ティングの専門家は、顧客と直接的に接触する機会が限られている。人数においても
フルタイム・マーケターをはるかに上回るパートタイム・マーケターこそが「(顧客の)
まわりにいるマーケター」(Grönroos,2007、邦訳p14)なのであって、顧客との直接的
な相互作用を深め、ジョイント領域を拡大する役割を実質的に担うといえる。 
また、直接的な相互作用と密接にかかわる対話にも、Sロジックは注目する。
Grönroos(2007)は、プロバイダーが顧客と行う相互作用について、計画的なマーケテ
ィング・コミュニケーションがそのきっかけとなる可能性を認めつつも、その価値を
高めるのは顧客との対話であるとする。「計画的コミュニケーション活動だけでは、
容易く平行線を辿るモノローグが上演されてしまう」(同、邦訳p184)のである。また、
アクター間における知識の共有や形成の観点からも、対話のプロセスが相互作用に求
められるとする。対話の重要性については、価値共創と異なる文脈であるが、石井
(1993)にみることができる。洗い場としての洗面台の利便性を向上させることをねら
って発売されたシャンプー・ドレッサーは、かつて洗髪という想定外の使用を誘発し
たが、この「製品の“意味のずれ”」は顧客との対話を通じて生じたものとする。 
「企画・開発者の考えたアイデアだけが、問題の製品に許されたコンセプトではない
のはもちろんのこと、人によって、また使われるコンテクストによって、製品のコン
セプトは違ってくる。(中略)製品コンセプトは供給者と使用者とのいわば対話の中で
決まってくる」(同、p23)。 
 ここまで、「外から内へ(Outside-In)」の価値共創についての先行研究を、S-Dロジ
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生産者 
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ックとSロジックを中心にふりかえった。両者に共通するのは、価値共創の主体につい
て顧客を含め資源統合者とする点である。一方、その主体間関係については、S-Dロジ
ックが資源の相互適用とするところを、Sロジックは直接的な相互作用とする。それは
ジョイント領域を持続的に拡大し、また対話を重視するものである。本研究の問題意
識は、企業と顧客の価値共創がどのように行き詰まるのかという点にあった。この問
題意識に対して、直接的な相互作用に伴うジョイント領域や対話は示唆的なものにな
る。一方、Sロジックが資源統合者を価値共創の主体とするにもかかわらず、そこで直
接的な相互作用における資源統合が論じられることは少ない。Sロジックの主体的関係、
すなわち、ジョイント領域を持続的に拡大し、また対話を重視する直接的な相互作用
がどのように行き詰まるのかを考えるにあたっては、資源統合の視点を加える必要が
ある。 
  
第２節 資源統合の２つの鍵 
 資源統合については、SロジックよりもS-Dロジックの方が議論を深めている。資源
統合とは、アクターが自らの問題を解決するために自他の資源を組み合わせることに
よって必要な資源を創造することである。「(アクターが)すべての資源を持つことは
まずあり得ないので、相乗的なプラスの効果あるいはウィン・ウィンの関係で資源統
合を行う機会を見つけ出すために他のアクターとコラボレーションを行う」(Lusch & 
Vargo,2014、邦訳p178)のである。資源統合を進めるために、「アクターは、始めに資
源の組み合わせの可能性を見つけ出し、次に、その組み合わせをどのように新しいサ
ービス・オファリングと結びつけられるか理解しなければならない」(同前)。 
では、組み合わせるべき資源を、どのように見つけ出すことができるのか。その手
がかりとなるのが、サービス、ナレッジと資源のつながり(図表１－２)である。アク
ターにとって利用可能な資源となるものは、アクターが有するナレッジによって見つ
けることができる。その問題意識にうかがわれるのは、どのような資源が存在するの
かではなく、資源になるかどうかという資源性(resourceness)の重視である。資源性
とは、「潜在的な資源の品質とその資源の実現性を反映するもの」(同、邦訳p143)で
あり、「人類の評価と行為のプロセスを通じて行われ、潜在的な資源を現実の資源へ
と転換する」(同前)可能性を指す。資源性のダイナミックな側面が、トラックを例に
とって説明される。トラックは有形かつ静的な資源とみられるが、タイヤの改良やエ
ンジンの構造的な見直し、新たな燃料添加剤の開発、車体の軽量化など新たなナレッ
ジの獲得によって、その資源性が向上する可能性がある。また、資源性が資源のアク
セス性に依存することについても、トラックを例にとって説明される。長距離輸送手
段としてのトラックの資源性は、高速道路網という資源へのアクセスが充実するとと
もに向上する可能性がある。この資源のアクセス性に関連して、資源統合における資
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源の３類型が挙げられる。アクターが市場から購買する「市場で取引される資源」、
市場取引の外で政府あるいはそれに準じる機関から入手する「公的な資源」、および
個人が既に蓄積している「私的な資源」である(同、邦訳p150-151)。したがって、市場
取引の有無を問わずアクターにとって利用可能な資源を含めて、資源性は評価される
ことになる。 
 
 図表１－２ サービス、ナレッジと資源のつながり 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  
 ＊Lusch & Vargo(2014)、邦訳p145 
 
資源統合を進める上で、課題がもうひとつある。資源の組み合わせをどのように新
しいサービス・オファリングと結びつけられるかについて理解しなければならないと
いうことである。その手がかりとなるのが、Lusch & Vargo(2004)が提示して以来変更
が加えられることなく今日にいたる基本的前提３「グッズはサービス提供のための伝
達手段である」である。「本質的に、グッズは価値ある目標状態に到達するための手
段としての役割を果たす」(Lusch & Vargo,2014、邦訳p75)のである。資源統合の視点
からはグッズも資源のひとつとして位置づけられる。アクターが既に蓄積している私
的な資源、あるいは利用可能な公的な資源だけで価値ある目標状態に到達することが
難しい場合に、市場で取引される資源であるグッズの資源性が評価されることになる。
資源の組み合わせが新しいサービス・オファリングと結びつけられてはじめて資源化
(resourcing)といえるが、そのプロセスには資源性の評価が大きくかかわるのである。 
「潜在的な資源は、評価され、利用されるときのみ資源となり、多くの場合、他の潜
サービス 
資源性 
潜在的な 
資源 
ナレッジ 
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在資源との統合によって資源となる」(同、邦訳p143)。 
資源化と文脈を異にするが、水越(2012)におけるブリコラージュ(bricolage)への注
目は示唆深い。ブリコラージュは、文化人類学者レヴィ＝ストロースが未開社会の構
造を分析する際に用いた概念で、器用仕事と訳される。 
「『もちあわせ』すなわちそのときそのとき限られた道具と材料の集合で何とかする
この「道具と材料の集合」は「単に資材性（潜在的有用性）のみによって定義される」
(Levi-Strauss,1962、邦訳p23)。 
ブリコラージュの論理に対応する企業活動の優れた実践として、日本の鉄鋼各社が開
発した制振鉄板の事例を、水越(2012)は取り上げる。制振鉄板は防音性に優れていた
ものの、衝撃に対する耐性が低かったため、自動車各社を顧客とする当初の思惑が外
れてしまった。ところが、鉄鋼各社が選択したのは、衝撃に対する耐性の向上でなく、
現状水準の性能で十分な洗濯機市場への方向転換だった。こうして、鉄鋼各社と白物
家電各社による静音型洗濯機の共同開発が競われることになった。ブリコラージュの
論理と旧来の戦略との比較において注目されるのが、環境を所与のものと考えず自ら
の関係において変化するものと捉える点である。 
「ブリコラージュの論理は完全であることを求めない。むしろ逆に、不完全であるこ
とをよしとしつつ、改善のプロセスに重点を置く。それはあきらめるという選択では
ないし、完全になるまで待つという選択でもない。その中間、少しずつできるところ
から始めていって、時間の流れの中で成長していくという取り組みである」(同、p184-
185)。 
自動車の素材としての資源性の低評価をものともせず、静音型洗濯機の素材という新
たなオファリングと結びつくことによって、白物家電における資源化を果たした制振
鋼板にみられるブリコラージュの論理は、資源性をどのように評価すべきか、資源化
の機会をどのように見極めるべきかについて示唆深いものがある。 
 資源統合においては、組み合わせるべき資源についてそれぞれの資源性を評価する
ことに加え、資源の組み合わせを新しいサービス・オファリングに結びつけて資源化
の機会を見極めることが鍵を握る。この２つの鍵は、ジョイント領域を持続的に拡大
し、また対話を重視する直接的な相互作用がどのように行き詰まるのかについて明ら
かにするための手がかりとなる。一方、資源性の評価や資源化の機会の見極めについ
ては、これまで抽象的な示唆しか得られていない。資源のアクセス性およびそれに依
存する資源性のダイナミックな側面からの評価、あるいは新しいサービス・オファリ
ングと結びつけることは、多くのアクターにとって必ずしも容易でないにもかかわら
ず、である。 
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第３節 触媒の役割への注目 
 資源統合の２つの鍵、すなわち資源性の評価と資源化の機会の見極めは、それぞれ
に難しさを抱えている。ひとつは、資源性のダイナミックな側面が見落とされてしま
う、あるいはアクターが相互にアクセスできる資源が限られてしまう難しさである。
前者の難しさは、アクターの知見や視野の限界によるところが大きい。後者の難しさ
は、プロバイダー領域と顧客領域が相互に閉じられたものであるため、アクターが相
互にアクセスできる資源がジョイント領域の範囲で見つかるものに限られる点にある
(図表１－３)。Sロジックにおいてジョイント領域の拡大が求められる意味が、ここに
もみられる。残るひとつは、新しいサービス・オファリングに結びつける難しさであ
る。既知の見方では結びつかないものとの関連性を見いだすためには、既知の見方の
枠に囚われないメタ視点が必要とされるが、それを当事者であるアクターに求めるの
は難しい。 
 
 図表１－３ アクターが相互にアクセスできる資源の限界 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊図表１－１に基づき、筆者作成。 
 
資源統合の２つの鍵の難しさを克服したとしても、直接的な相互作用が容易になる
わけではない。Sロジックによれば、直接的な相互作用の価値を高めるのは対話であり、
アクター間における知識の共有や形成の観点から相互作用に求められるのもまた対話
のプロセスであることは、前述したとおりである。対話の難しさについて多くを語る
必要はあるまい。平田(2012)は、「対話の基礎体力」を身につける必要性を説く。すな
わち「異なる価値観と出くわしたときに、物怖じせず、卑屈にも尊大にもならず、粘
り強く共有できる部分を見つけ出していく」(同、p105)力が求められる一方、「日本
語はまだ『対話』の言葉を確立していない」(同、p129)からである。価値共創における
対話についても、企業と消費者の論理の隔たりによる難しさが指摘される。 
「消費者の論理と企業の論理には、以前から隔たりがある。だが、共創を目指そうと
すると、企業と消費者との接点、つまり両者がさまざまな選択をしながら交流し、経
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験を共創する場で、この違いが際立ってくる」(Prahalad & Ramaswamy,2004、邦訳P70)。 
本研究は、資源性のダイナミックな側面を評価できるようにアクターの知見や視野
の限界を補うとともに、アクターが相互にアクセスできる資源が少しでも多く見つか
るようにジョイント領域の拡大を促し、また対話が進むようにアクター間の論理の隔
たりを埋める存在として、触媒に注目する。 
 触媒は本来、それ自身あまり変化することなく化学反応の速さや経路をコントロー
ルする化学物質を指す。その基本的機能として、化学反応の速度を変える活性と、特
定の化学反応を選択して進行させる選択性があるとされる(御園生・斉藤、2009)。価
値共創やマーケティングの研究ではあまりみられないが、社会科学のさまざまな分野
で注目されている概念である。 
 比較的早くから用いられているのが、都市計画学においてである。Attoe &  
Logan(1989)が都市再生に関連して論じたアーバン・カタリスト(Urban Catalyst)が最
初とされる。齋藤・樋口・片柳・渡辺(1996)は、景観整備がその後自主的な修景の動き
を誘発する起爆剤となったプロセスを、化学反応における触媒効果と同じように捉え
ることができるとする。そして、触媒効果を「都市に修景要素が導入されたことによ
り、周辺の町並み景観が修景要素の影響を受けたと見られる修景を、自主的に行う一
連の景観形成プロセス」(同、p211-212)と定義する。また、藍谷(2018) によると、ア
ーバン・カタリストとは「既存の都市の改善を目的として都市環境に刺激を与えるた
めに触媒を投入するプロジェクト」と定義される(同、p17)。 
触媒としてのアートへの注目は、社会学を中心に散見される。宮本(2012)は、香川
県直島におけるアートプロジェクトがとりわけ住民に化学反応をもたらした事例を取
り上げる。ここでいうアートプロジェクトとは、現代アートを媒介とした自然環境・
歴史的環境の保全活動を資源として活用する地域づくりを指す。直島の歴史やそこに
住む人々の暮らしの可視化を試みた「スタンダード展」にボランティアとして参加す
ることを住民に促すことにより、展示作品を介しての住民と来訪者の相互作用を活性
化させた。アートは、その作品に対する解釈が自由なものである。住民が展示作品に
重ねて直島の過去や自分たちの暮らしを語ることにより、来訪者との間に対話が生ま
れていった。そこに触媒としてのアートの役割をみることができる。 
 経営学においては、Krogh, Ichijo & Nonaka(2000）が提唱したナレッジ・イネーブ
リング(Knowledge Enabling)において重要な役割を担うナレッジ・アクティビスト
（Knowledge Activist）を挙げることができる。ナレッジ・イネーブリングは知識創
造理論を発展させたもので、「組織または地理的な境界や文化の壁を越えて知識を共
有し、会話や人間関係を促進する」(同、邦訳p5）組織活動を指すが、「顧客、サプラ
イヤー等のビジネスパートナーもまた、重要なイネーブリング機能を果たすことがあ
る」(同、邦訳p13)と、組織外のステークホルダーとともに知識創造を促進する可能性
13 
 
が示唆される。一方、ナレッジ・アクティビストは「組織全体で知識創造への取り組
みを活発化し、結びつける」(同、邦訳p253)存在である。「知識創造イニシアチブのコ
ーディネーター（調整役）」や「未来予見者」と同時に「知識創造のカタリスト（触媒
役）」としての役割を担う(同、邦訳p257)。知識創造に関する組織内外の相互作用に
おいて触媒の役割を果たすのが、ナレッジ・アクティビストである。 
 Martin(2011)は、社内改革において触媒の役割を果たしたイノベーション・カタリ
スト(Innovation Catalyst)に注目する。世界最大の財務ソフトウェア開発会社である
インテュイットは、NPS(Net Promoter Score、推奨者正味比率)の伸び悩みを打開する
ために、「D4D(Design for Delight、顧客を感動させるデザイン)」というコンセプト
を掲げて、デザイン主導による企業改革を進めたことがある。それ以前の同社では管
理職層にプレゼンテーション重視の傾向がみられたが、これを顧客に学ぶ姿勢へ転換
させるものだった。この管理職層の意識転換をはかる手法としてデザイン思考が導入
され、その社内への定着を支援するイノベーション・カタリストのチームがつくられ
た。最初のチームメンバーには「デザイナーのあるべき姿についてさまざまな角度か
ら考えられる人物」(同、p92)が選ばれた。彼らには「ユーザーとの対話に興味を示し、
おのれの才能だけに頼るのではなく同僚たちと一緒に問題を解決すること」(同前)が
期待された。このチームが顧客に学ぶ手法として開発したのが、「ペインストーム」
(悩みの種の発見)である。「顧客の望むところを社内であれこれ想像するのではなく、
顧客の職場や自宅に出向き、直接話を聞き、その行動を観察する」(同、p94)ものであ
る。その後、インテュイットではCEOの交代があって、「モバイル、ソーシャル、グロ
ーバル」が重点領域となった。これに応じてイノベーション・カタリストの新たな増
員が求められた。その人選やトレーニングには最初のチームメンバーの一人が任命さ
れたが、まもなくイノベーション・カタリストの社内における曖昧な地位の壁に突き
当たる。そこで、イノベーション・カタリストの各チームは、部門の枠を超えて顧客
に学ぶ手法を社内に浸透させる集団として、あらためて位置づけられることになり、
そのことは社内研修にも反映された。イノベーション・カタリストの取り組みを始め
てからの３年間、NPSは全社的に上昇し、収益も右肩上がりが続いたという。 
触媒と文脈を異にするが、価値共創研究においては、規制科学（regulatory science）
における公的機関の役割概念であるレギュレーターについて、あらためて「価値共創
の第三のアクター」としての概念化を試みる西山・藤川(2015)が注目される。ある科
学技術が社会に導入されるにあたって、政策決定者は社会の公益性の観点から、その
科学技術の用いられ方に対して一定の規制を課す判断を迫られるが、その判断に必要
となる科学的な見解の提示をめざすのが、規制科学である。一方、レギュレーター
(regulator)は、評価基準のそれぞれ異なるアクターが納得できるリスク・アセスメン
トの基準や方法を準備し、またアセスメントの結果について広く社会に対してコミュ
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ニケーションを図る役割を担い、公的機関として科学技術の社会受容を推進する。
AirbnbやUberは、第一のアクターである企業が新たな事業として始め、第二のアクタ
ーである顧客がその便益を評価して受け入れるプラットフォーム型のサービス・イノ
ベーションである。この２つのアクター以外の、住民や既得権益に対する脅威に敏感
な業界などのステークホルダーにも受容されなければ、その普及が進まないことは、
AirbnbやUberの現状をみても明らかである。事例として取り上げられるLEGO CUUSOOは、
LEGOユーザーから投稿されるアイデアの商品化を支援するオープン型の価値共創プラ
ットフォームである。このプラットフォームをレギュレーターとして、西山・藤川
(2015)は捉える。そして、企業と顧客、そのいずれでもない他のステークホルダーと
の間の調整にあたる第三のアクターとして、LEGOやLEGOユーザー、あるいは他のコン
テンツホルダーにどのように働きかけたのかについて考察する。「価値共創に参加す
る主体として捉えられるのは、企業と顧客に限定されることが多く、企業でも顧客で
もない他者や、その間の調整を担う主体について言及されることは少ない」(同、p50)
と考える問題意識が、そこにある。 
 社会科学のさまざまな分野において注目される触媒の役割であるが、アクターの二
者間関係を中心に議論を積み重ねてきた価値共創研究において、注目されることはあ
まりなかった。ジョイント領域を持続的に拡大し、また対話を重視する直接的な相互
作用がどのように行き詰まるのか、それを明らかにするための手がかりが触媒にある。
資源性のダイナミックな側面を評価できるようにアクターの知見や視野の限界を補う
ことや、アクターが相互にアクセスできる資源が少しでも多く見つかるようにジョイ
ント領域の拡大を促すこと、また対話が進むようにアクター間の論理の隔たりを埋め
ることがどのようにして可能になるのか。アクター間に働きかける触媒の役割に注目
することによって明らかになると考える。本研究は、価値共創においてアクター間の
相互作用が行き詰まる状況を打開する触媒的機能について明らかにする。 
 
注１ 庄司(2018)によると、Vargo & Lusch(2004)における基本的前提の数は８であっ 
  たが、2006年の変更で９に、2008年の変更では10に、最新の2016年の変更では11 
    に増えている。 
 
 
第２章 本研究の分析視角 
 
第１節 本研究の対象とする価値共創 
本研究は、価値共創が初めて明確な形で提示されたPrahalad & Ramaswamy(2004)が
価値の土台とした共創経験を重視して、顧客へ企業が入り込んでいく「外から内へ
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(Outside-In)」の価値共創を対象とした。価値共創以前の取引と異なる共創経験の特
徴として、企業と顧客の関わり合いの目的に価値の創造が加わること、その関わり合
いがいつでもどこでも繰り返し起こること、製品やサービスの品質に代わって共創経
験の質が問われるようになることが挙げられる。また、S-DロジックおよびSロジック
を中心とする先行研究のレビューを通じて、「外から内へ(Outside-In)」の価値共創
については、資源統合者が主体となって、対話を重視してジョイント領域を持続的に
拡大する直接的な相互作用を行うものであることが明らかになった。そこで、本研究
における「外から内へ(Outside-In)」の価値共創について、次の３つの要件を満たす
ものとして考える。 
第１の要件は、「外から内へ(Outside-In)」の価値共創としていうまでもないが、ア
クターとしての企業が顧客を取り込むのでなく顧客へ入り込んでいく相互作用がみら
れることである。Prahalad & Ramaswamy(2004)は、価値共創のプロセスを支える要素
としてDART、すなわち対話(dialogue)、利用(access)、リスク評価(risk assessment)、
透明性(transparency)を挙げるが、対話（dialogue）については、顧客へ入り込んでい
くこととほぼ同義とする。 
「単に顧客の意見に耳を傾けるのとはわけが違う。顧客と同じ経験をし、その経験を
取り巻く思惑、社会、文化などの背景を、感情レベルで受け止める必要があるのだ」
(同、邦訳p47)。 
張(2015)は、Sロジックが、顧客との直接的な相互作用を深めてジョイント領域を拡大
することにより、直接的に関与することができない顧客の価値創造に、企業が影響す
ることができるとする点に注目する。 
「企業が価値創造プロセスに入り込んで、顧客と直接的に相互作用する場合に、ジョ
イント領域が出現する。そこで、企業と顧客の価値共創が行われる。顧客の単独の価
値創造プロセスについては、企業が直接的に関与することができないが、ジョイント
領域で行われる直接的な相互作用が、それに影響することができる」(同、p83)。 
村松(2017)は、顧客の消費プロセスへの入り込みに注目するのが新しいマーケティン
グ領域であり、消費プロセスこそが新たなマーケティング対象領域になるとする(図表
２－１)。 
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図表２－１ 企業／顧客、生産プロセス／消費プロセス、取り込む／入り込むの関係 
 ＊村松(2017)、p12 
 
第２の要件は、相互作用の成果について、事前計画的なものにとどまらず事後創発
的なものもみられることである。共創経験の特徴のひとつに、アクターの関わり合い
がいつでもどこでも繰り返し起こることが挙げられる。価値共創以前の取引において
は、財と財が交換される都度アクターの関わり合いが完結していた。しかし、アクタ
ー間の共創経験は、いわばゴールのない時空間の幅を持つ。したがって、相互作用の
成果についても、ゴールを前提に置く事前計画的なものにとどまらず事後創発的なも
のがみられることになる。価値共創の事後創発性については、藤川・阿久津・小野(2012)
が注目される。その事例研究を通じて明らかになったのが、企業も顧客も価値共創を
始める段階において事前計画性は必ずしも高いものでなく、価値共創がある程度進む
と事前に想定されなかった価値が創造される場合が多いということである。そのひと
つの事例としてコマツのKOMTRAXが紹介されている。KOMTRAXは建設機械の稼動状況を
把握するセンサーと全地球測位システム(GPS)を自社製品に標準装備した自社ネット
ワークである。このシステムはかつて有料オプションのサービスとして導入を試みら
れたことがあったが、顧客を集めることができなかった。そこで、全製品標準装備と
したところ、ユーザーの行動データが蓄積されるとともに、稼動率や燃料効率の分析・
助言をはじめとする価値が、事後創発的に見いだされていったという事例である。「あ
る価値共創の結果に関する顧客の評価は、次の価値共創に参加する際に顧客の動機に
影響を与え、企業の結果は、次の価値共創の際の企業の価値提案の内容に影響を与え
るようなダイナミックなプロセス」(同、p46)が問題として提起される。小野・藤川・
阿久津・芳賀(2013)も、「事後創発される価値の原動力」として「共創志向性」を提示
し「価値共創を進めていく過程において、双方が事前には想定しなかった価値を創造
することへと発展し、目標や価値じたいも変容するような、事後創発的でダイナミッ
クなプロセスこそが、価値共創プロセスの本質ではないか」(同、p17)と問いかける。 
 第３の要件は、相互作用の前後で、それぞれのアクターに経時的変化がみられるこ
とである。共創経験の特徴としては、製品やサービスの品質に代わって共創経験の質
 
生産プロセス 消費プロセス 
企業 顧客を取り込む 
（伝統的マーケティング領域） 
消費プロセスに入り込む 
（新しいマーケティング領域） 
顧客 生産プロセスに入り込む 企業を取り込む 
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が問われるようになることが挙げられる。アクター間の共創経験がいわばゴールのな
い時空間の幅を持つことを既に述べたが、共創経験の質もまた同じ時空間の幅で問わ
れることになる。共創経験を通じて顧客が経時的に変化していくとともに、共創経験
を共有する企業にも経時的変化がみられるようになるのである。このような経時的変
化の鍵を握ると考えられるのが、顧客との相互作用を正規に行うパートタイム・マー
ケター(注１)である。彼らの数は、フルタイム・マーケターに比べて圧倒的に多い。
その彼らが価値共創の事後創発的な成果を顧客とともに経験する意義は大きい。経験
者としての数の力は、企業に全社的な変化をもたらす原動力となる可能性がある。 
 
第２節 相互作用が行き詰まる状況 
 資源統合においては、組み合わせるべき資源についてそれぞれのアクセス性および
それに依存する資源性のダイナミックな側面の観点から評価することに加え、資源の
組み合わせを新しいサービス・オファリングに結びつけて資源化の機会を見極めるこ
とが鍵を握る。この２つの鍵は、対話を重視してジョイント領域を持続的に拡大する
直接的な相互作用がどのように行き詰まるのかについて明らかにするための手がかり
となる。その一方で、この２つの鍵は、多くのアクターにとって必ずしも容易なこと
ではない。 
Lusch & Vargo(2014)は、価値共創が資源統合のプロセスを通じて行われるとする。
資源統合のプロセスやその枠組みの意味がほとんど検討されたことがないことに問題
意識を持つ庄司(2018)は、保有する資源と入手しなくてはならない資源という枠組み
から資源統合についての議論を試みる。自動車を例にとって考えてみると、それを保
有していなくても、家族や友人から借りる、あるいはレンタカーやカーシェアリング
のサービスを利用して、使用目的を達成することができる。自動車を入手しなくては
ならない資源と考えるのか、それとも現在アクセスが可能なネットワークやサービス
などの資源を活用することで代替できると考えるのか、いずれにせよ単なる購買でな
く資源統合へと視野を広げるべきなのである。すなわち、それぞれのアクターにおけ
る資源の保有状況を踏まえて資源統合のプロセスを捉える必要があるとする議論であ
る。それに従えば、アクターがそれぞれに資源の保有状況をにらみつつ、資源化の可
能性を高めようとする相互作用として、価値共創をみることができる。ここに資源性
が問題として立ちはだかる。資源性とは、既に述べたとおり潜在的な資源を現実の資
源へと転換する可能性である。保有する資源に資源性を見いだすことができないアク
ターは新たな資源の入手を検討しなくてはならないが、能力の異なるアクターであれ
ば資源性を見いだすことができるかもしれない。このようにアクターの能力が資源性
に対する評価を大きく左右するため、資源化の可能性に対する判断がいっそう困難に
なる。アクターの能力とともに資源化の可能性に影響を与えるのが、アクターの意志
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である。アクターの意志については、興味深いことに日本の研究者による言及が目に
つく。小野・藤川・阿久津・芳賀(2013)は、価値共創における資源化には資源統合アク
ターの能力だけでなく意志の問題もかかわってくるため、すべての組織がすべての事
業分野において顧客と共創するとは考えにくく、また、すべての顧客が企業と共創し
たいわけではないとして、組織と顧客の共創志向性という新たな概念を検討する。村
松(2015)も、価値共創への取り組みを決めるのは企業と顧客それぞれの意志の問題で
あるとする。 
「ナレッジとスキルは、いわば能力の問題でしかなく、そもそも価値共創に取り組む
かどうか、また、どのようにして取り組むかは企業と顧客それぞれの意志の問題とな
る。これを顧客からみれば、価値創造者としての顧客が、企業との共創に臨むという
のは、まさに意志によるものである。一方、企業からみれば、顧客から意志を持って
求められるサービスがどのようなものか、すなわち、企業がもつどのようなナレッジ・
スキルが求められているのかを察知し、それにどのように応じるかは企業の意志の問
題となる」(同、2015、p138)。 
 相互作用が行き詰まる状況は、資源統合の観点から２つ考えられる（図表２－２）。
ひとつは、統合すべき資源の選択をアクターが誤っている状況である。その選択にあ
たっては、現状における資源性の評価も重要だが、それにもまして資源の組み合わせ
を新しいサービス・オファリングに結びつけて資源化の機会を見極めるべきである。
また、資源の保有状況を踏まえて互いの資源を目利きする能力も必要とされるが、そ
の目利きは価値共創に臨むアクターの思惑という意志の問題に左右される。新たな資
源化が想定外の影響をもたらすおそれがあるからである。保有資源の資源性を脅かす
ものに対して、アクターは敏感になる。残るひとつは、資源性があるにもかかわらず
資源統合の選外となった未利用資源が存在する状況である。このような未利用資源に
は、外部の資源との統合によって資源化する可能性がある。この場合も、統合が可能
な外部の資源に対する目利きが、価値共創に臨むアクターの思惑という意志の問題に
左右されることになる。新たな資源統合に感じる脅威という意味で同じことがいえる
からである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
19 
 
 図表２－２ 相互作用が行き詰まる状況 
 
相互作用が行き詰まる
状況 
資源統合における 
アクターの能力の問題 
資源統合における 
アクターの意志の問題 
統合すべき資源の選択
をアクターが誤ってい
る状況 
資源保有の状況を踏ま
えて統合すべき資源を
目利きする能力の不足 
活用したい保有資源に
適合する資源統合への
固執 
資源性があるにもかか
わらず資源統合の選外
となった未利用資源が
存在する状況 
未利用資源との統合が
可能な外部の資源を目
利きする能力の不足 
保有資源の資源性を脅
かす新たな資源統合へ
の警戒 
 
＊筆者作成 
 
第３節 価値共創における触媒的機能 
 価値共創研究において注目されることがこれまであまりなかった触媒であるが、対
話を重視してジョイント領域を持続的に拡大する直接的な相互作用がどのように行き
詰まるのを明らかにするための手がかりが、そこにある。資源性のダイナミックな側
面を評価できるようにアクターの知見や視野の限界を補い、アクターが相互にアクセ
スできる資源が少しでも多く見つかるようにジョイント領域の拡大を促し、また対話
が進むようにアクター間の論理の隔たりを埋めるなど、アクター間に働きかける触媒
の役割に注目する。 
社会科学上の概念として用いられている触媒は、比喩的に使われているものが多く
みられる一方、その発生や機能に言及している例が少ない。西山・藤川(2015)におけ
るレギュレーターは、触媒の役割に近い概念を価値共創の研究に導入する試みとして
注目に値するが、規制科学の既存概念に基づくものであり、触媒とはカテゴリーを異
にすると考えるべきである。本研究は、都市再生において触媒の役割を担うアーバン・
カタリストに注目する。 
アーバン・カタリストの役割は、従来の都市開発との対比によって説明される。 
「スクラップ・アンド・ビルド型の都市開発では、更新する地区を全体的に取り壊し
(更地化)、新しいものを全体的につくるため、都市の文脈などは引き継がれない。一
方、アーバン・カタリストにおいては、全体の一部を更新することで、その影響(連鎖
反応としての波及効果)が徐々に周辺地区に浸透し、地区全体が更新される。水面に水
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滴を落とすと、波紋が周辺に広がっていくイメージを浮かべると分かりやすい」(藍谷、
2018、p25)。 
アーバン・カタリストに触媒の役割を担わせる都市再生の手法として「４つの戦術」
が論じられる。すなわち、分断されている地区や場所を連結させることで都市再生の
プロセスを開始させる「最小限の介入」、都市の空隙や隙間を建物などで埋めること
により全体としての統一感を強調する「都市への埋め込み」、都市の大部分を保存し
機能が低下したごく一部の限定的な部分のみを除去する「保存手術」、都市のツボ（要
所）から都市の血流を良くしていく「都市の鍼治療」の４つである。さらに藍谷(2018)
は、「最小限の介入」および「都市への埋め込み」には「足し算の処方」、「保存手術」
には「引き算の処方」という特徴がそれぞれあると指摘する。 
いうまでもなく、都市再生の手法がそのまま価値共創の手法としてあてはまること
はまずない。「４つの戦術」のそれぞれについて、価値共創における触媒的機能とし
ての可能性を検討してみたい。まず「最小限の介入」については、分断されているア
クターを連結させることで相互作用のプロセスを開始させる機能として考えることが
できる。次に「都市への埋め込み」については、統合すべき資源の選択肢を新たに用
意することによりアクター間に新たな資源統合を開始させる機能として考えることが
できる。「保存手術」については、若干補足する必要がある。相互作用を行き詰まらせ
るアクターの能力と意志の問題については既に述べたとおりであるが、相互作用に悪
影響を及ぼすのはアクターの機能低下よりはむしろ逆機能であることが多い。そこで、
機能低下ばかりでなく逆機能がみられるアクターの要素を取り除く機能として解釈す
ることにする。残る「都市の鍼治療」については、その前提とするところが価値共創
と異なる点に注意しなくてはならない。人体の比喩にみられるように、都市は一定の
形を成している。これに対し相互作用はプロセスなので、ツボ(要所)を物理的に特定
することができない。  
以上の検討に基づき、本研究は価値共創において２つの触媒的機能を提示する。ま
ず、「足し算の処方」という共通の特徴があるとされた「最小限の介入」と「都市への
埋め込み」はいずれも、統合すべき資源の選択肢を用意してアクター間をつなぐ機能
であるといえる。そこで、この機能を「足し算の触媒的機能」と呼ぶことにする。ま
た、「保存手術」については、機能低下もしくは逆機能がみられるアクターの要素を
取り除く機能として解釈することにしたが、この機能を「引き算の触媒的機能」と呼
ぶことにする。２つの触媒的機能が価値共創のプロセスにおいて、どのように発生し
発達していくのかについて明らかにする。 
 
注１ 第１章(p8)参照。 
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第３章 リサーチ・デザイン 
 
第１節 調査の目的と手法 
前章の分析視角に基づき、本研究におけるリサーチ・クエスチョン、およびその答
えとして本研究で明らかにすることを提示する。 
本研究で対象とするのは、顧客へ企業が入り込んでいく相互作用、事後創発的な成
果、および相互作用の前後でアクターに経時的変化がみられる価値共創である。相互
作用は、資源統合におけるアクターの能力と意志の問題に起因して行き詰まる。具体
的には、統合すべき資源の選択をアクターが誤っている状況と、資源性があるにもか
かわらず資源統合の選外となった未利用資源が存在する状況を挙げた。そして、この
２つの状況を打開する触媒的機能を提示した。すなわち、統合すべき資源の選択肢を
用意してアクター間をつなぐ足し算の触媒的機能と、機能低下もしくは逆機能がみら
れるアクターの要素を取り除く引き算の触媒的機能である。 
本研究は、リサーチ・クエスチョンとして次の２点を設定する。ひとつは、資源統
合におけるアクターの能力と意志の問題に起因して相互作用が行き詰まる状況におい
て、それを打開する触媒的機能が、アクターとしての企業になぜ発生し、どのように
発達していったのか。残るひとつは、その触媒的機能が、アクターとしての顧客によ
ってどのように活用されていったのか。  
本研究では、調査の手法としてケース・スタディを採用する。Yin(1994)は、社会科
学における５つの主要なリサーチ戦略、およびその選択に関連する３つの条件を挙げ
る(図表３－１)。最も重要な条件は、問われているリサーチ問題の形態とする。形態
とは「誰が」「何が」「どこで」「どれほど」「なぜ」「どのように」という問題を問
いかけるものであり、ケース・スタディは実験や歴史とともに「なぜ」および「どのよ
うに」に関連する。本調査の目的が「なぜ」あるいは「どのようにして」という問題を
明らかにすることにあるのは、前述のとおりである。ケース・スタディは、行動事象
に対する制御の必要性がない点で実験と区別され、現在事象に焦点を当てる点で歴史
と区別される。価値共創のプロセスを時間軸で追跡する本調査は、行動事象に対する
制御がそもそも不可能である一方、現在事象に焦点を当てるものである。なお、事例
の分析にあたっては、対象事例の関係者に対するインタビューをはじめ、それに関連
する公開可能な資料や報道記事、文献を、時系列的あるいは体系的にまとめる必要が
あると考える。 
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図表３－１ 異なったリサーチ戦略の関連状況（コスモス社による） 
 
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Yin(1994)、邦訳p7 
 
第２節 対象事例の選定 
候補事例のリストアップにあたっては、前章の分析視角によるアプローチの可能性
を重視した。その結果、BtoB(企業間)取引関係における事例の親和性が高いことがわ
かった。その理由は、南・西岡(2014)が挙げるBtoB取引の特徴にある。まず、BtoC(企
業・消費者間)取引と異なり、複数の部門や担当者が関与する組織的な意思決定によっ
て進められる点が挙げられる。アクターの能力と意志の問題による影響を受けやすい
のである。次に、取引の継続性を求められる点が挙げられる。特定の企業との継続的
な取引は、顧客としての企業とプロバイダーとしての企業との間に相互依存的な状況
を生み出す。時間軸による成果評価が必要な価値共創にとって有利な状況ではあるが、
相互作用が行き詰まる確率も高まるといえる。最後に、取引の継続性がスイッチング・
コストに基づく合理性から判断される点が挙げられる。取引の継続意向もまた、アク
ターの能力と意志の問題による影響を受けやすいのである。 
BtoB取引関係における事例のうち触媒的機能の発生と発達の追跡が期待できること
を重視し、富士フイルムにおける価値共創の取り組みを対象事例として選定した。富
士フイルムは、写真産業の存亡という一企業の次元を超えた危機に見舞われ、これを
大胆な事業転換によって乗り越えつつある。同社の事業転換については、探索と活用
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を企業内で並行して行う両利き組織の観点からの研究（柴田・児玉・鈴木、2017）をは
じめ、その成功要因が複数の観点から分析されている。本研究は、価値共創の観点か
ら同社のR&D部門を中心とした組織変革に注目する。R&Dスタッフの働く場と働き方の
変革が、やがて社内外の価値共創に活路を見いだすことになったからである。富士フ
イルムを対象事例として選定する決め手となったのは、同社における触媒的機能の歩
みが、社内共創における試行錯誤を通じての発生の時期と、Open Innovation Hubの開
設によって社外共創が本格化していく発達の時期という２つの時期に分けられること
である。次章以降に詳述する。 
社外共創については、Open Innovation Hubが関与した２つの事例を取り上げた。ス
クーターのシート加飾に関するヤマハ発動機との共創事例、ならびにパリ・オートク
チュール・コレクション出品への技術協力に関するファッションブランドYUIMA 
NAKAZATOとの共創事例である。この２つの事例を選んだ理由は、両事例においてOpen 
Innovation Hubが関与したプロセスが対照的な点にある。ヤマハ発動機との共創事例
においては、Open Innovation Hubが関与する以前から価値共創の試行錯誤の動きがあ
った。これに対して、ファッションブランドYUIMA NAKAZATOとの共創事例においては、
Open Innovation Hubが関与してはじめて価値共創の動きが始まった。この対照的なプ
ロセスから触媒的機能のバリエーションを見いだすことができるのではないかと期待
したのである。 
  
第３節 調査設計の概要 
具体的な調査としては、Open Innovation Hubが関与した２つの共創事例の関係者８
名に対して計５回のインタビューを実施した(図表３－２)。両事例とも、まずOpen 
Innovation Hubの(あるいはそれに準じる)担当者に対して実施した。小島氏に対する
インタビューにおいては、Open Innovation Hub開設以前における社内共創の試行錯誤
についても聞き取りをおこなった。次に、両事例の富士フイルム側の担当者に対して
実施したが、たまたま同一人物となった。さらに、両事例の顧客側の担当者に対して
実施したが、ヤマハ発動機側の担当者については富士フイルム側の担当者（松下氏）
から、YUIMA NAKAZATO側の担当者についてはOpen Innovation Hubの担当者（小島氏）
から、それぞれ紹介してもらう形をとった。 
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図表３－２－１ インタビューの実施概要 
  
 
ヤマハ発動機との共創事例 
Open Innovation 
Hubの（あるいはそ
れに準じる）担当者 
富士フイルム（プロバ
イダーとしての企業）
側の担当者 
ヤマハ発動機（顧客）側
の担当者 
実   
施 
日 
2018年6月4日（月） 2018年6月15日（金） 2018年7月25日（水） 
実 
施 
場 
所 
富士フイルム株式
会社 CLAYスタジ
オ 
富士フイルム株式会
社 西麻布本社  
ヤマハ発動機株式会社 
コミュニケーションプ
ラザ  
対 
象 
者 
中村佐雅仁氏（同社 
デザインセンター 
ソリューションデ
ザイングループ チ
ーフデザイナー） 
松下泰明氏（同社イン
クジェット事業部） 
静亮次氏＊１ 
川島もとみ氏＊２ 
阪田康平氏＊３ 
大石武司氏＊４ 
 ＊１ 同社 デザイン本部プロダクトデザイン部 デザイン企画グループ 主査 
 ＊２ 同社 デザイン本部 コーポレートデザイン部 コミュニケーションデザ 
   イングループ 主事 
 ＊３ 同社 デザイン本部 フロンティアデザイン部 先行デザイングループ 
 ＊４  同社 先進技術本部 研究開発統括部 先進技術研究部 先進材料研究グル 
   ―プ 主務 
（対象者の肩書はインタビュー実施当時） 
 
*筆者作成 
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図表３－２－２ インタビューの実施概要 
 
 
YUIMA NAKAZATOとの共創事例 
Open Innovation Hub
の（あるいはそれに準
じる）担当者 
富士フイルム（プロ 
ロバイダーとしての
企業）側の担当者 
YUIMA NAKAZATO（顧
客）側の担当者 
実 
施 
日 
2018年5月25日(金) 2018年6月15日(金) 2018年6月22日(金) 
実 
施 
場 
所 
富士フイルム 東京ミ
ッドタウン本社 
富士フイルム 西麻
布本社  
YUIMA NAKAZATO ア
トリエ  
対 
象 
者 
小島健嗣氏（同社 経営
企画本部 イノベーシ
ョン戦略企画部シニア
エキスパート  Open 
Innovation Hub 館長） 
松下泰明氏（同社 イ
ンクジェット事業部） 
中里唯馬氏（株式会
社 YUIMA NAKAZATO 
代表取締役） 
（対象者の肩書はインタビュー実施当時） 
 
*筆者作成 
 
インタビューは１回あたり２時間前後行われ、対象者の了解を得てボイスレコーダ
ーに記録した。Open Innovation Hub、富士フイルム側、顧客側の三者から同一事例に
ついて個別に語ってもらうため、半構造化インタビューを採用した。対象者の回答の
流れに柔軟に対応できるようにする一方で、三者に共通するインタビュー・フローの
枠組みをあらかじめ定めておく必要があったからである。この枠組みについては、村
松(2015)の4Cアプローチを参考にした。4Cアプローチは、企業と顧客の価値共創をプ
ロセスとして捉える視点を与えるものであり、顧客へ企業が入り込んでいく価値共創
のプロセスといえる。その全体像は、まず価値共創を始めるための顧客との接点
(Contact)を構築し、次に顧客との直接的な相互作用を保証するコミュニケーション
(Communication)をとり、さらに顧客との共創(Co-creation)のメカニズムを見いだし
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た上で、共創された文脈価値(value-in-Context)を明らかにするというものである。 
本研究では、4Cアプローチを価値共創のプロセスを分析する枠組みとしてではなく、
事前に用意するインタビュー・フローの共通枠組みとして用いるために、次のような
再解釈をおこなった。 
 Contact：顧客の領域へ入り込むために、共創相手との接点をどのように構築したか。 
 Communication：共創相手との対話をどのように進めたか。 
 Co-creation：共創相手との相互作用をアクションレベルでどのように起こしたか。 
 Value-in-Context：共創相手との相互作用をどのように持続性のあるものにしたか。 
 
 
第４章 富士フイルムにおける触媒的機能の発生 
 
第１節 事業転換から迫られた経営資源の転換 
いわゆる銀塩写真を中心とした写真産業は、１９世紀半ばの誕生から百数十年かけ
て市場を拡大させてきたが、今世紀に入るとまもなくデジタル化の波に呑み込まれて
衰退してしまった(図表４―１)。写真産業を襲った世界的な環境変化に鑑み、銀塩写
真の国産化を目指して1934年に創立された富士写真フイルム株式会社は、2006年には
社名から「写真」を外した。 
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図表４－１ 写真産業のデジタル化 
 
 
 
＊一般社団法人カメラ映像機器工業会発表の統計に基づき、筆者作成。 
 
銀塩写真やデジタルカメラなどを含む「イメージングソリューション事業」を主力事
業として成長と発展を遂げてきた同社であるが、ライフサイエンスやグラフィックシ
ステムなどを含む「インフォメーションソリューション事業」や富士ゼロックスが担
当する「ドキュメントソリューション事業」へと、事業の軸足を大きく移したからで
ある(図表４－２)。富士フイルムが経験した事業転換の道程は、ひとつの企業が主力
事業から新規事業へ軸足を移すことの難しさを物語る。事実、写真産業における同業
他社のうち、ポラロイドが2001年に、そしてコダックが2012年に、経営破綻に追い込
まれた。 
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図表４－２ 富士フイルムグループの事業分野別売上構成の変化 
 
  
 
 
ＩＭＧ事業：イメージングソリューション事業 
ＩＮＦ事業：インフォメーションソリューション事業 
 ＤＣＭ事業：ドキュメントソリューション事業 
 
＊富士フイルムホールディングス発表の連結売上高に基づき、筆者作成。 
 
784,627
33%
685,334
28%
931,183
39%
2002年3月期売上高（単位：百万円）
IMG事業 INF事業 DCM事業
売上高合計
361,033
15%
953,541
38%
1,178,031
47%
2015年3月期売上高（単位：百万円）
売上高合計
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ひとつの事業を支える経営資源は、時間を含め相当なコストをかけてその事業に最
適化される形で蓄積されてきたものであることはいうまでもない。富士フイルムの場
合、取引先との関係や顧客への販路に加え、技術上のナレッジやスキルがイメージン
グソリューション事業に最適化されてきた。したがって、写真産業に未来がないから
といって、別の事業を始める備えはなかった。事業転換といっても従来蓄積してきた
経営資源を活用することが難しい新規事業に取り組むのは、非効率的である上にリス
クも大きい。とはいえ、従来の主力事業に最適化されてきた現有の経営資源だけで始
めることができる新規事業は、容易に見つかるものではない。新規事業に取り組むに
あたっては、必要とされる資源の獲得が求められる。自社にない資源の獲得手段とし
ては、M&Aが考えられる。この手段によらず他の手段を考えるなら、従来蓄積してきた
経営資源の転用を可能にする資源を外部から補完する必要がある。 
事業転換を迫られた富士フイルムが最初に着手したのは、当時保有していた技術資
源の棚卸しとそれに基づく重点事業分野の絞込みである。銀塩写真は、有機・無機材
料化学、光学技術、解析技術等の基盤技術、およびその蓄積の上に持続的な競争優位
性を築くための多種多様な技術によって成り立っているという特徴がある(図表４－
３)。多岐にわたる技術開発を担当するR&D部門がそれぞれ担当するコア技術を深耕す
ることによって、豊かな技術資源が蓄積されていた。この豊かな技術資源を転用ある
いは新たに組み合わせることができれば、銀塩写真以外の事業に展開できるのではな
いか。こうした考えから、富士フイルムは2001年頃から技術と市場の２次元マトリク
スに基づき、今後目指すべき重点事業分野についての検討に入った。有機および無機
の材料化学技術、光学技術、解析技術など汎用性が高い技術を中心に棚卸しが行われ、
これらの技術と市場のニーズを突き合わせる作業が２年がかりで行われたという。こ
の結果、富士フイルムのコア技術群の応用が有望な重点事業分野として、「ヘルスケ
ア」「高機能性材料」「グラフィックシステム」「光学デバイス」「デジタルイメージ
ング」が定められた(図表４－４)。 
 技術戦略とそれに裏付けられた事業戦略が明確になった2004年に発表された中期経
営計画では、「第二の創業」と呼ばれる事業転換のコンセプトとして「融知創新」が打
ち出された。これは「異分野の技術者の知識や思考プロセスを融合させる」(融知)こ
とにより「新たな破壊的イノベーション技術と価値観を創造する」(創新)ことである
(注１)。重点事業分野の中でも事業転換を牽引する役割が期待されたのが、「ヘルス
ケア」と「高機能性材料」である。「ヘルスケア」は創業当時からＸ線診断材料をはじ
めとする「メディカル」の領域で既に事業展開が進んでいたが、「ライフサイエンス」
および「医薬」が新たな領域として加わった。「ヘルスケア」と「高機能性材料」の
「融知創新」はやがて、写真の「高機能性材料」として用いられてきた「ナノ技術」の
活用による化粧品の開発という成果をもたらすことになる。 
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図表４－３ 多種多様な技術の上に成り立つ銀塩写真 
 
   
  
＊富士フイルムホールディングス提供資料 
  
 図表４－４ コア技術群と重点事業分野 
  
  
  
＊富士フイルムホールディングス提供資料 
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第２節 R&Dスタッフの働く場と働き方に対する問題意識 
 今世紀に入ってイメージングソリューション事業に強い逆風が吹くようになっても、
その事業に最適化されたR&Dの組織体制は変わることがなかった。研究部門を統括する
組織が存在せず、研究対象分野の選定は各事業所に委ねられていた(図表４－５)。 
 
図表４－５ 変革前(2003年時点)における富士フイルムの研究開発体制 
  
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
＊富士フイルム提供資料に基づき、筆者作成。 
  
富士フイルムがこれまで蓄積してきたコア技術群を必要に応じて重点事業分野に活用
するためには、R&Dスタッフを柔軟に配置することが欠かせない。それを円滑に進めら
れる組織構造になっていないことが、問題として認識されるようになった。2004年、
機能と役割を明確にしたR&D組織体制への変革が行われた。事業に直結する開発を追求
するディビジョナルラボとともに、基盤技術の構築等全社レベルの開発に取り組むコ
ーポレートラボが事業部門を支え、これをR&D統括本部が一元管理するという組織体制
である(図表４－６)。 
 
 
足柄研究所 
（足柄工場） 
富士宮研究所 
（富士宮工場） 
吉田南工場研究部 
（吉田南工場） 
朝霧研究所 
宮台開発センター 
記録メディア 
研究センター 
写真 
印刷 
医療 
その他 
研究対象分野 研究部門 
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図表４－６ 現在の富士フイルムの研究開発組織 
  
  
 
＊富士フイルム提供資料 
 
同年、R&Dスタッフを中心にインハウスデザイナーを加えた融知創新チームのプロジ
ェクトが始動する。チームが手始めに取り組んだのが、新たな組織体制におけるR&Dス
タッフの働く場と働き方を観察することである。その結果、３つの問題点が明らかに
なった。第１の問題点は、協働するための空間が極端に少ないことである。共有スペ
ースは、節電が優先されて薄暗い上に休憩のための利用にとどまっていた。第２の問
題点は、彼らが「村文化」と呼んだ閉鎖性である。実験ばかりでなくその他の業務も
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４人１室の単位で完結してしまうため、コミュニケーションもまたその単位から広が
ることが少なかった。第３の問題点は、来訪者に対する配慮の欠如である。来訪者は、
まず入口でスリッパに履き替えさせられていた。研究所内の移動中も、いたる所に貼
られている注意書きに気をつけなくてはならなかった。この３つの問題点から、彼ら
は「融知創新」の阻害要因が「暗室文化」にあると結論づけた。 
「暗室文化」の打破は、まずR&Dスタッフの働く場を変革することから始まった。2006
年にコーポレートラボの一環として開設された富士フイルム先進研究所は、これまで
分散していた異分野の３つの研究所(注２)を集約し、レイアウトの工夫によってR&Dス
タッフの間に偶発的なコミュニケーションの機会を増やそうとするものだった。彼ら
の居室をなるべく仕切りのない大部屋方式にするとともに、通常は専門分野ごとに
別々に設置するクリーンルームについても仕切りを減らすべく空調設備を工夫した。
レストランはコミュニケーションの場となるよう円形空間にテーブルと椅子が入り組
むように配置され、中庭に面した回廊沿いにはいくつものミーティングスペースが、
また自由な発想を促すナレッジカフェという場が設けられた。とりわけ「目で見て、
触れて、機能を伝える」ための技術展示スペースの企画・設計には、デザイン部門が
参画した。空間上の仕掛けにおいては、異なる技術分野の研究者の集まりやすさが重
要になる。 
「単独の技術では実用性がないということがよくある。そうした場合に、ソフトウエ
ア技術を活用して温度を制御したり、劣化を補正したりすることで、実用に耐える新
技術に変えることができるかもしれない。そのアイデアを得るには、有機材料とソフ
トウエアという異なる技術分野の背景を持った研究者が同じ場所にいて、すぐに議論
できる方が効率的だし、新事業創出のストーリーも描きやすい」(先進コア技術研究所
所長、神山宏二氏、日経ビジネスオンライン2006年6月20日)。 
しかし、長年にわたってR&Dスタッフにしみついた「暗室文化」を、働く場の変革だけ
で払拭するのは容易なことではなかった。「村文化」に漬かりきって、隣室のスタッ
フと協働することもあまりなく、ましてや来訪者への配慮を第一に考えることもなか
った彼らが、働く場の環境が変わったぐらいで異分野間の交流を始めるようになると
は、にわかに期待しがたいものがあった。 
「有機材料の研究者とソフトウエアの研究者とでは、信じている神様が違う。だから
研究者同士が会話しても話がかみ合わない」(前掲神山氏)。 
そこで、空間上の仕掛けとともに働き方の変革をめざす仕掛けが、先進研究所におい
て試みられた。 
「働く場の環境が変わっても交流が進まない問題を解決するために、デザイン思考の
手法を応用しました。研究者が観察から発想してプロトタイプを作り、それを異分野
の研究者に見せながら議論するというワークスタイルを確立できれば、研究室が大部
34 
 
屋であることのメリットが実感できるのではないかと考えました」(当時融知創新チー
ムの一員であったOpen Innovation Hub館長、小島健嗣氏)。 
デザイン思考は、未だ統一的な定義が存在しないが、世界的なデザインコンサルテ
ィング会社であるIDEOがその系譜を引くスタンフォード大学とともに広めたことで知
られている。専門用語が通じるコミュニケーションに閉じこもる研究者は、異分野の
研究者との共通言語を持たない。IDEOのデザイン思考(注３)は、可視化によって共通
言語の空洞を少しでも埋めようとするものであるが、その手法に働き方の変革の突破
口が期待されたのである。 
 
第３節 触媒的機能の発生 
2006年に始動した「タッチゾーン™プロジェクト」は、デザイン思考の手法に基づく
代表的な取り組みである。20代から30代にかけての若手R&Dスタッフを対象に、まず彼
らから「暗室文化」を払拭していくことを狙いとして、2012年までの６年間、年４～
５回の頻度で実施されたワークショップを中心に続けられた。ワークショップへの参
加経験は、最終的に先進研究所駐在者の２割に及んだという。タッチゾーン™プロジェ
クトの目的は、４つのスキルを身につけることにあった。第１に、顧客の行動を観察
して顧客における価値の本質を見極めるスキル、第２に、素材を観察してその機能の
本質を見極めるスキル、第３に、機能の本質をわかりやすい形に表現するためにアイ
デアを導出するスキル、そして第４に、技術や素材を選んで試作するラピッド・プロ
トタイピング(rapid prototyping)のスキルである。４つのスキルには、IDEOのデザイ
ン思考が色濃く反映されているが、素材の観察のようにR&Dスタッフ向けを意識したア
レンジも加えられた点が特徴的である。実際にどのような活動が行われたのか、ワー
クショップの一例を見てみよう。このワークショップに参加した若手R＆Dスタッフは、
共通のテーマを与えられ、そこから考え出したそれぞれのアイデアを形にするために
必要な材料を事前に調達しておく。その調達については、千円以内の予算で、しかも
百円均一ショップで購入したものに限るという条件が設定されている。１回のワーク
ショップにつき４～５名が参加するのだが、参加者全員で持ち寄った材料を共有して
対話を重ねていくうちに浮かんだアイデアを、協力して形にする。 
「ヒト型のセラミドを研究している化粧品の開発スタッフが、肌が保湿されるそもそ
もの仕組みについて質問されることがありました。当人は、ヒト型のセラミドという
自分の研究素材について、何とかわかりやすく説明しようと試行錯誤を重ねたようで
す。その結果、積み木ブロックのようなものを使って、肌が保湿される仕組みを表現
するところに行き着きました」(前掲小島氏)。 
 可視化によって機能の本質をわかりやすくする取り組みに成果がある程度見え始め
るとともに、社内における研究発表にも変革が及ぶ。先進研究所内で開催されるポス
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ターセッションでは、発表や展示のフレームワークが統一された。新しいフレームワ
ークによるポスターセッションは「ナレッジフェスタ」と呼ばれることになったが、
先進研究所にかぎらず社内の他の研究発表においても、ナレッジフェスタに準じる形
でフレームワークが統一されるようになった。その結果、異分野のR&Dスタッフ間にと
どまらず、事業部間のコミュニケーションも円滑に進むようになったという。 
 社内における研究発表の変革に手ごたえを感じるようになったところで、2007年か
ら東京デザイナーズウイークへの出展が開始される。そこで痛感させられたのは、社
外との共通言語の空洞が想像以上に大きいことであった。社内であれば、異なる専門
分野をまたぐ説明であっても、たとえば「亀の甲」と言いならわされている分子式が
通用する。しかし、ひとたび社外に出れば、「亀の甲」から説明を始めることを覚悟し
なくてはならない。可視化によって機能の本質をわかりやすくする取り組みには、さ
らに高いハードルが待ち受けていたのである。 
「色素に強い技術を訴えるにしても、いくら亀の甲を見せたところで一般の人には通
じません。その技術を使ってカラフルなオブジェを作ってはじめて、理屈の通じない
一般の人に魅力が伝わり、ようやく会話が始まるようになりました」(前掲小島氏)。 
東京デザイナーズウイークに出展した技術の中には、モルフォ蝶の羽の色彩を再現す
る形で出展されたアルミ陽極酸化技術をはじめ、開発レベルでの仮説検証に手ごたえ
が感じられたものがあった。しかし、出展された技術の多くは開発シーズに関する仮
説検証にとどまり、ビジネス・ニーズの検証にいたるものではなかった。技術の引き
取り手となる事業部が容易に見つからなかったのである。そこで、ビジネス・ニーズ
に対する意識をR&Dスタッフに深めてもらうために、社外出展の取り組みが拡大されて
いく。2011年からは国際ナノテクノロジー展(Nanotech)に、2013年には高機能フィル
ム展に、取り組みが拡大された。いずれも「研究開発のフィージビリティ・テーマを
プロトタイプやわかりやすい展示にして、研究開発者が不特定多数に説明することで、
社会ニーズや出口を探索するため」(前掲小島氏)の取り組みであった。 
 社外との共通言語の空洞の大きさを意識して、可視化により機能の本質をわかりや
すくする取り組みを経験として重ねていくうちに、新たなうねりが動き出した。社外
とのコミュニケーション経験を積むための常設展示の場、しかも単なる出展にとどま
らずビジネスチャンスを探る場を求める声が、社内で高まったのである。このうねり
は、2014年におけるOpen Innovation Hubの開設につながっていく。そして、2007年の
東京デザイナーズウイークから続けられてきた社外出展の取り組みは、「当初の目的
を達成した」(前掲小島氏)とされ、その役目を2014年に終えることになる。 
若手のR&Dスタッフの意識と行動の両面から働き方の変革を目指したタッチゾーン™
プロジェクト、発表や展示のフレームワークを統一したナレッジフェスタ、そして社
外出展と続いた一連の取り組みを通じて富士フイルムに芽生えたのは、触媒の機能で
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ある。 
「わかりやすく伝えるために可視化するノウハウを研究者に提供したり、さらに成果
を見える形にして社内の啓蒙をはかる役割を担ったりしているうちに、共創を活性化
させるのは、いわば触媒の機能であると考えるようになりました。新たな課題に応え
る、あるいは新しいことを始める場合、共通言語はないものの、目に見えるものや空
間体験など非言語的な表現を通じてわかりやすく伝えるノウハウを提供できるデザイ
ナーが、その機能を担うことができるのでないでしょうか」(前掲小島氏)。 
プロダクトデザイナーとして富士フイルムに入社した小島氏は、印刷技術のデジタル
化とともにデジタルコンテンツのデザインやユーザビリティデザインを手がけるよう
になる。今世紀に入ってからは、課題を可視化して解決するソリューションデザイン
に取り組む傍ら、融知創新チームを兼任するという稀有な経験を積んだ。2011年には
デザインセンターから技術戦略部に異動して、技術広報に携わることになった。そこ
で期待されたのは、自社の技術を把握し、自社がどのような価値を実現しているかを
可視化して伝え、新たなビジネスチャンスに結びつけていくという役割である。小島
氏は、可視化の重視と共通言語の空洞に対する意識づけが欠かせないキャリアを社内
で歩んできた。その存在の重要性は、富士フイルムが社外とのコミュニケーションを
通じてビジネスチャンスを探る段階へ進むに及んで、さらに増すことになる。 
 
注１ 現在の富士フイルムホームページによると、「融知創新」は「新たな価値の創 
  生(新しい顧客価値を社会に提供する)」につながるとされる。 
注２ ３つの研究所とは、ナノテクノロジーや機能性材料を中心とした将来のコア技  
  術を開発する先進コア技術研究所、有機材料を研究する有機合成化学研究所、遺 
  伝子解析や医療診断システム、医薬品など医療事業の強化を担うライフサイエン 
  ス研究所を指す。 
注３ 共感(Empathize)、問題定義(Define)、アイデア創出(Ideation)、プロトタイピ 
  ング(Prototyping)、検証(Test)を高速で繰り返し回すことで、一般に知られてい 
  る。 
 
 
第５章 Open Innovation Hubにみる触媒的機能の発達 
 
第１節 社外との共創へ 
 社外とのコミュニケーションを通じてビジネスチャンスを探る常設展示の場を実現
しようとする富士フイルム社内の動きにとって、2014年に迎えた同社の創立80周年が、
文字通り大きな節目となった。創立記念日にあたる1月20日に、同社の新たなコーポレ
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ートスローガン「Value from Innovation」が制定されるとともに、Open Innovation 
Hubが東京ミッドタウンの本社に開設されたのである。「Value from Innovation」に
込められた思いが同社のブランドステートメントの中で語られているが、それはOpen 
Innovation Hubの開設に込められた思いでもあるといえる。 
「独自の技術、世界中から集まる人・知恵・技術をオープンかつスピーディーに融合
し、柔軟な発想でイノベーションを起こしていきます」(富士フイルムホームページ)。 
 Open Innovation Hubは、３つのエリアと２つのゾーンから構成される(図表５－１)。
そこには、可視化によって機能の本質をわかりやすくする取り組みに対するこれまで
の手ごたえと、社外とのコミュニケーションの難しさやビジネスチャンスを探る必要
性に対する問題意識が、凝縮された形で表現されている。加えて、顧客とのコラボレ
ーションを通じてイノベーションを起こす“共創”の場を目指すことが、明確にうた
われている(注４)。 
 
 図表５－１ Open Innovation Hubを構成する３つのエリアと２つのゾーン 
   
イントロダクションエリア 
出会う 
富士フイルムグループの事業概要や企業理
念、CSR活動などを紹介します。 
イマジネーションエリア 
想う 
既成概念にとらわれない柔軟な発想からイ
ノベーションが生まれることを共有します。 
タッチゾーン 
触れる 
具体的な画面を交えながら、技術の活用事例
をわかりやすく伝えます。 
アイディエーションゾーン 
ひらめく 
リラックスした雰囲気の中でディスカッシ
ョン。アイデアの可能性を広げます。 
コンセプトクリエーションエリア 
共に創る 
皆さまとのコミュニケーションを深め、課題
解決やアイデアの具体化を共に進めます。 
 
＊富士フイルム提供資料に基づき、筆者作成。 
 
Open Innovation Hubにおける“共創”の本質はアナロジー思考にあるとされる。 
「顧客と富士フイルムは一見全く違うように見える２つの世界ですが、その間に共通
性を見つけるのがアナロジー思考です。共通性を表現するためには共通言語が必要で
すが、そのためにまず顧客価値をシーン化し、それに基づいて機能価値を動詞化し、
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さらにそれに基づいてコア技術をエピソード化するのです」(前掲小島氏)。 
ここでいうアナロジー思考は、顧客の使用プロセスにおけるシーンに顧客価値をなぞ
らえることにより、顧客にとって何ができるかに機能価値をたとえ、さらにその比喩
に基づいてコア技術が顧客にもたらすものを具体的に語ろうとするものである。たと
えば、フラットパネルディスプレイ用光学フィルムは、光のコントロールによって視
野角(斜めから見てどこまで正常に見えるかを表す角度)を拡大する技術に基づくもの
であり、３次元画像解析システムは、どんなデータでも可視化することができるので
病気の早期発見等に役立つ技術に基づくものであると説明される。このようにエピソ
ード化された技術を展示する段階で重視されるのが、技術の体感である。タッチゾー
ン™は、その呼称からも明らかなようにタッチゾーン™プロジェクトから可視化の重視
を受け継いで、具体的な画像を交えながら技術の活用事例を伝えるとともに、その技
術から生まれた実際の製品に触れる体験を提供する場である。 
Open Innovation Hubを訪れることができるのは、富士フイルムおよびそのグループ
会社から招待された者に限られる。オペレーション上の都合もあると考えられるが、
技術の体感を顧客が自ら抱える課題と結びつけて考える場、言い換えればそのような
問題意識を持った顧客との出会いの場と位置づける同社の意図が感じられる。一方、
富士フイルムが有するさまざまな技術を、自社スタッフがどのようにビジネスに役立
てることができるのかについて気づきが得られる場でもある。富士フイルムの技術に
対する顧客の関心が、Open Innovation Hubへの招待をきっかけに認識されたことを物
語る事例がある。 
「ある事業部のスタッフが、内視鏡の技術を視察してもらおうと、担当する顧客をOpen 
Innovation Hubに招待したことがありました。ところが、その顧客は、内視鏡の技術
に限らず医療に関連する幅広い技術上の関心を持っていました。Open Innovation Hub
に展示されていたAI技術が、その顧客の富士フイルムに対する評価を結果的に高めた
ことは、社内で評判になりました」(前掲小島氏)。 
このようにOpen Innovation Hubが顧客とのビジネスに貢献することがどの程度ある
のかについて気になるところであるが、招待された顧客と秘密保持契約を結んでプロ
トタイピングへ進むケースが１割程度あるという。 
富士フイルムの重点事業分野は、「ヘルスケア」や「高機能性材料」をはじめ多岐に
わたり、かつそれぞれに専門性がきわめて高い。どの分野でも“共創”の場としての
機能を求められる可能性があるOpen Innovation Hubが、どのように運営されているの
かについても気になるところである。小島館長をはじめとする４名のスタッフは、招
待された顧客の業種およびその目的と専門性に鑑み、手分けして対応にあたる。スタ
ッフの担当分野は、ヘルスケア、自動車・建材、その他、新規の４つに分かれている。
ちなみに、新規分野は小島氏の担当である。限られた人数で効率的な運営をはかるた
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めに、研究所はじめ関連部署には、Open Innovation Hubの窓口となる担当者が１名ず
つ配置されている。この社内ネットワークの構築には５年を要したという。 
Open Innovation Hubに対する社内外の反応は、当初の期待をはるかに上回るものと
なった。東京に開設された翌2015年には米国シリコンバレーに、さらにその翌2016年
にはEUオランダに、同様の拠点が相次いで開設された。富士フイルムが医療機器や化
粧品をはじめとする多様な関連技術を持つ企業であることが国内ほど知られていない
ことから要請があったためだが、コンセプトを共通のものとしつつ、それぞれの市場
環境や地域特性に合わせて運営されている。それでも増えるばかりの対応が限界に達
したため、３つのリアルな拠点に加えて、展示コンテンツをWeb上で展開する「Open 
Innovation To Go」が作られた。Open Innovation Hubにおける人的対応の限界を克服
しようとする試みである。ここにいたって、R&D組織内から始まり事業部間のレベルま
で広がっていた異分野間の交流が、R&Dと営業の間にまで及ぶことになる。なかなか接
点がなかった両者が交流する場として「Open Innovation JAM」が設けられた。R&Dや
事業部、グループ会社のスタッフによるポスターセッションが開催され、これに営業
スタッフが加わってシーズとニーズの社内マッチングをはかるダイアログセッション
を併せて、参加者は1000人の規模に達したという。 
社外とのコミュニケーションを通じてビジネスチャンスを探る常設展示の場として
Open Innovation Hubは開設されたが、そこには３つの役割がある。 
「第１の役割は社外共創、既存および潜在顧客との共創によってR&Dテーマの事業化の
機会を増やし、あるいはそのスピードを加速させる役割です。第２の役割は社内共創、
社内の人材に当社技術の全体像を教育し、事業拡大につなげる役割です。そして第３
の役割はブランド力の向上、ステークホルダーへの情報発信の場として当社の将来の
成長性を印象づける役割です。その比重は、社外共創が７割、社内共創が２割、ブラ
ンド力の向上が１割というところです」(前掲小島氏)。 
２割の比重とされる社内共創であるが、Open Innovation Hubの人的対応の限界を克
服しようとするOpen Innovation To Goや、社内で最も隔たりのあったR&Dと営業の両
者に交流を促すOpen Innovation JAMは、いずれもOpen Innovation Hubなくして生ま
れなかった。こうした社内共創への貢献は、可視化の重視と共通言語の空洞に対する
意識づけを、富士フイルムグループ全体に広げる効果をもたらしているのである。 
 
第２節 ヤマハ発動機との共創事例における Open Innovation Hubの役割 
 本事例は、Open Innovation Hubが関与した案件ではあるものの、その役割を実質的
に果たしたのは、デザインセンターに所属していた中村佐雅仁氏である。Open 
Innovation Hubのスタッフではなかったが、インスタントカメラから化粧品、医療分
野にわたる幅広い事業領域において「新しく富士フイルムをデザインする」デザイン
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センターの中で「当社の先端技術を理解して、その可能性を柔軟な発想で広げ、顧客
ニーズとの接点を見いだし、新しい価値を作り出すこと」(FUJIFILM design)を目的と
するソリューションデザインチームにあって、Open Innovation Hubを側面から支援す
る一人であったといえる。 
中村氏によれば、共創の可能性がある顧客への対応は、次のように整理される。富
士フイルムに対して具体的な要望を持つ顧客は、それぞれの担当窓口にあたる事業部
に直接アクセスする。それ以外の顧客は漠然とした要望にとどまっているわけだが、
その要望が技術的な内容である場合は高機能材料開発本部が、非技術的な内容である
場合はデザインセンターが、それぞれ対応することが多い。ちなみに、高機能材料開
発本部は、富士フイルムがこれまで培ってきた材料技術をベースとした新規事業の開
拓を担う。両者の役割分担はあくまで入口の話であって、相談が先にあったのがどち
らかを問わず、顧客の課題は共有されるようになっている。一方、課題への対応にOpen 
Innovation Hubが関与する場合、大きく２つの状況がある。ひとつは、既に取引ある
いは何らかの関係のある顧客との間に新たな展開をもたらす刺激が必要とされる状況
である。残るひとつは、あまり接点のなかった顧客との関係を深めるきっかけが求め
られる状況である。本事例は、前者の状況にあたる。 
 本事例において、当時高機能材料開発本部のスタッフとして、中村氏とともにヤマ
ハ発動機の課題に対応したのが、松下泰明氏である。松下氏によると、富士フイルム
グローバルグラフィックシステムズがある展示会に出展した折に、同じ会場で出展し
ていたヤマハ発動機のスタッフと互いに自己紹介をしたのが、同社との最初の接点で
ある。その後、両社の関心が交わるインクジェット技術を活用した共創の可能性が探
索されたが、具体的な出口がなかなか見つからなかった。時を同じくして、しかしな
がら別の文脈で、共創の可能性を探る動きが両社の役員間でも始まっていた。この２
つの動きが合流する場となったのが、Open Innovation Hubである。 
「展示会でお話する機会があったFFGS(富士フイルムグローバルグラフィックシステ
ムズ)がその後いろいろな提案を持ってきてくださって、富士フイルムがインクジェッ
ト技術というリソースを持っていることを知りました。その時点では、ステッカー等
の加飾に活かせるのではないかという漠然とした関心にとどまっていました。Open 
Innovation Hubでインクジェット技術の展示を見せていただいて、とりわけ合成皮革
にプリントする技術にあらためて可能性を感じたのです」(Open Innovation Hubに招
待されたヤマハ発動機技術本部(当時)のスタッフ、大石武司氏)。 
 大石氏が感じた可能性はヤマハ発動機の社内へフィードバックされ、同社を代表す
る原付一種スクーター「ビーノXC50D」の20周年記念仕様の開発チームの耳にも届くこ
とになる。ファッションスクーターという製品特性に鑑み、新しい挑戦を試みたいと
いう思いが、同チームにあった。スクーターの外観においてかなりの面積を占めるシ
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ートについては、デザイン性を検討されることがあまりなかったという。合成皮革に
プリントするインクジェット技術をシート加飾に用いる試みは、同チームに大きな期
待を抱かせるものだった。大石氏が同チームとともにOpen Innovation Hubを訪れるこ
とになり、技術的な課題については高機能材料開発本部から松下氏が、非技術的な課
題すなわちデザイン上の課題についてはデザインセンターから中村氏が、それぞれ対
応した。この訪問がもたらした最大の意義は、両社が共創に向けて課題を明確な形で
共有したことにある。この後、新しいインクジェット技術「UVIQUE技術」の開発、さら
にそれをベースに開発されたシート印刷加工技術が「ビーノXC50D」20th Anniversary 
Editionの純正シートに採用されるという成果(図表５－２)につながったが、Open 
Innovation Hubにおける課題共有が転換点となったことは、両社の関係各氏が認める
ところである。 
 
「両社の技術担当者とデザイン担当者が顔をそろえたOpen Innovation Hubでシート
加飾という目標を共有できたことは、初動をスムーズなものにしたと思います」(「ビ
ーノXC50D」20th Anniversary Editionの開発にデザインプランナーとして参画した阪
田康平氏)。 
「Open Innovation Hubは、インクジェット技術というリソースの存在を知るきっかけ
になったわけではないが、そのリソースをシート加飾に活用してみるというクリエー
ションにつなげる、文字通りハブとしての役割を果たしたと考えています」(前掲大石
氏)。 
「ビーノの開発チームが訪れる以前に、インクジェット技術の枠内で課題を考えると
いう合意が両者の間に成立していたことは大きかったかもしれませんが、デザインセ
ンターのスタッフがヤマハ発動機側のデザイナーの独特な官能表現を翻訳してくれた
ことにも助けられました」(前掲松下氏)。 
「高機能材料開発本部にとってもデザインセンターにとっても思いもよらない顧客の
関心を引き出すことができるのは、Open Innovation Hubほど富士フイルムのリソース
を把握しかつ可視化しているところが他にないからでしょうね」(前掲中村氏)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
42 
 
 図表５－２ 新インクジェット技術「UVIQUE技術」が採用されたヤマハ発動機との 
      共創の成果 
 
  
 
 
 
 
 
 
＊ヤマハ発動機提供資料 
本事例における共創をきっかけに、複数の共創案件が両社の間で動き出したという。 
興味深いことに、Open Innovation Hubを「文字通りハブとしての役割を果たした」と
評した大石氏が、富士フイルムとの共創案件におけるハブとしての役割をヤマハ発動
機社内で担っている。 
「バイクでいえば、走る、曲がる、止まるという基本機能にかかわる部品メーカーと
は、これまでずっと協業してきました。加飾の領域ではあるが、ビーノの事例は０か
ら１を生むコラボレーションとして初めての試みで、わが社に一石を投じるものにな
りました。ナノ化の技術をはじめOpen Innovation Hubにある宝の山からコラボレーシ
ョンの可能性を探っているところです」(「ビーノXC50D」20th Anniversary Editionの
開発にデザインプランナーとして参画した静亮次氏)。 
 既に取引あるいは何らかの関係のある顧客との間に新たな展開をもたらす刺激が必
要とされる状況に本事例はあてはまるとしたが、どのような刺激をOpen Innovation 
Hubが与えたのか。インクジェット技術をスクーターのシート加飾に活用してみるとい
う「クリエーション」は、富士フイルムとヤマハ発動機の課題共有の機会から生まれ
た。その機会をOpen Innovation Hubが提供したという一見地味な刺激が、初動をスム
ーズなものにしたことは、両社の関係各氏が認めるところである。二者間関係に新た
な展開をもたらす刺激は、二者間の隔たりを埋めるだけでも十分であって、必ずしも
新たな何かを加えるものでもないのである。 
 
第３節 YUIMA NAKAZATOとの共創事例における Open Innovation Hubの役割 
 本事例は、新規分野にあたる案件として小島氏が担当した。YUIMA NAKAZATOは、レ
ディー・ガガやEXILEの衣装デザインを手がけたことで知られるファッションデザイナ
ー中里唯馬氏が、自身の名を冠して2009年に立ち上げたファッションブランドである。
中里氏は森英恵以来史上２人目の日本人として、2016年-17年秋冬のパリ・オートクチ
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ュール・ファッションウィークへ公式ゲストデザイナーとして参加を果たしたが、そ
こには富士フイルムによる技術協力がみられる。実はそれまでファッションデザイナ
ーと同社との間に事業上の接点はほとんどなかった。したがって、Open Innovation 
Hubが関与する場合について中村氏が整理した状況にあてはめていえば、あまり接点の
なかった顧客との関係を深めるきっかけが求められる状況にあたる。YUIMA NAKAZATO
と富士フイルムとの縁を結んだのは、企画会社HEART CATCHの西村真里子氏である。小
島氏はOpen Innovation Hub館長として講演やシンポジウムなどの社外活動に携わる
ことが多いが、その関係で面識があった西村氏から、光をコントロールする技術に関
心を持つファッションデザイナーを紹介されたのだった。 
中里氏はもともと、自然の風景や光、現象等からインスピレーションを得た創作活
動に取り組んでいて、自然の織りなすものを可視化するのに有効な素材として既にホ
ログラムフィルムに注目していた。西村氏との縁でOpen Innovation Hubに招待された
中里氏は、そこに自らの創作の可能性を広げる技術が潜んでいると直感する。それを
確かめるため、サンプル素材の借り出しを打診するに及ぶ。新たな関係を深めていく
には、それを持続させるために新たな環境を整えなくてはならないことが多い。サン
プル素材の社外への持ち出しは、通常認められるものではない。中里氏との間に秘密
保持契約を結ぶことが、小島氏にとって最初の課題となった。幸いだったのは、Open 
Innovation Hub開設の準備段階において、知財や法務の関連部署の協力を得ながら秘
密保持契約のひな型を作っていたことである。それ以前にも包括的な秘密保持契約の
実績はあったものの、権利の帰属をはじめ必ずしも共創になじまない側面を持ってい
た。中里氏との間に結ばれた秘密保持契約は、富士フイルムの技術をファッションデ
ザインにどのように活用できるかについてその可能性を探ることを目的とする包括的
な内容となった。 
 サンプル素材を入手することができた中里氏は、短期間で自ら望む表現をある程度
実現してくれるのはインクジェット技術ではないかという結論を得た。そこで、次に
打診したのは、インクジェット技術を用いて実際の素材にプリントする試みへの協力
だった。この打診に富士フイルムが応じるには、同社のインクジェットプリンターを
保有する印刷会社を紹介する必要があった。その対応の窓口を依頼されたのが、当時
インクジェット事業部へ異動したばかりで、中里氏がOpen Innovation Hubを訪れた折
に同席した松下氏である。以降、技術協力に関する現場対応は松下氏が担い、守秘義
務等にかかわる社内調整については引き続き小島氏が対応することになった。印刷会
社の紹介を進めるにあたって富士フイルムの直面した課題のひとつが、費用の負担で
ある。中里氏が当初希望したのは、ファッションショーへの協賛とそのための無償の
技術協力だが、前者については富士フイルムの承諾が得られなかった。後者について
は、インクジェット技術に関する情報提供であれば富士フイルムによる裁量の範囲内
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だが、インクジェットプリンターが稼働する費用としては印刷会社への支払いが発生
する。その費用については技術協力に関連する部署間で分担することになったのだが、
そこにいたるまでには、YUIMA NAKAZATOとの共創の意義を社内で説いて回る小島氏の
努力があった。 
「パリコレへの出品に協力することに意義があるというよりはむしろ、それを目にす
る世界のトップデザイナーの反応を観ることに意義があると強調したのです。トップ
デザイナーは、エクストリームユーザーです。彼らの極端なニーズに潜む課題を解決
することからイノベーションにつながる可能性があります。でも、エクストリームユ
ーザーを集めるのは大変です。パリコレへの出品への協力は、エクストリームユーザ
ーの反応を兆しとして捉えるフィールドワークのチャンスと位置づけました」(前掲小
島氏)。 
一方、インクジェット技術という資源を得てパリ・オートクチュール・ファッショ
ンウィークへ公式ゲストデザイナーとしての参加を成功させた中里氏は、既存の技術
を借りるにとどまらず、ゼロから一緒に何かを生みだす可能性を富士フイルムに対し
て感じていた。 
「富士フイルムは、できることとできないことを最初からはっきり言っていただいた
し、その上でスピーディーに完成度を上げることに理解を示してくださいました。Open 
Innovation Hubには、何に使えるのかまだわからない技術がいくつも展示されていま
す。自分の表現の幅を広げてくれる、いわば画材を常に探し求めていますが、Open 
Innovation Hubはまさに画材の宝の山だと思います。既にある技術を使わせてもらう
ばかりでなく、ゼロから一緒に作り上げていくコラボレーションの可能性を感じてい
ます」(前掲中里氏)。 
 富士フイルムへの期待感をさらに高めた中里氏が次に注目したのが、光波長選択フ
ィルムである。幅広い波長領域の光を選択的に反射、透過および散乱させることがで
きるもので、そもそも富士フイルムに関心を持つことになった、光をコントロールす
る技術のひとつである。この技術協力の窓口を依頼されたのが、有機合成化学研究所
である。松下氏の場合は、高機能材料開発本部出身でヤマハ発動機との共創経験があ
る上に、ファッションデザイナーに対する個人的な興味を持ち合わせていた。有機合
成化学研究所の場合、中里氏との共通言語の空洞がさらに大きなものになることを想
定しなくてはならなかった。そこで小島氏は、Open Innovation Hubをまじえた三者間
のコミュニケーションを進めることにした。 
 小島氏と中里氏が異口同音に指摘したのが、品質基準に対する考え方の違いである。
たとえば、素材への塗布で生じる斑をめぐる違いが挙げられる。研究所の立場からす
れば、斑のない均質な塗布こそが富士フイルムの品質基準である。斑の良し悪しは客
観的に判断できるものではなく、そのように感覚的なものは基準のないものとみなさ
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れる。ところが、中里氏からみれば、斑のある方が味のあるものに映る。この隔たり
は、斑をコントロールできないという問題をプリントの段階でなくその後の加工段階
で対応するという両者の合意によって解消された。天然素材を扱うことが多いファッ
ションデザイナーは、安定性の低い素材を扱いなれている。傷の部分を避けつつ、生
地の方向に逆らうことなく、いかに効率よく素材を裁断するか、中里氏は「取り都合」
という言葉を使う。加工段階での対応をどのようにしたのかといえば、大きく裁断す
ることが難しければ、生地のまま使うことをあきらめ、細切れにして点描画のように
作り直すことによって、味のある斑に近いイメージを再現するようにしたのである。
最新の技術で解決できない課題を長年培われてきた知恵によって乗り切った点が、興
味深い。 
 インクジェットの技術協力においてはみられなかったのが、権利の帰属にかかわる
問題である。前者の場合は印刷会社に対価を支払ったので問題にならなかったが、後
者の場合は光波長選択フィルムが製品化されていなかった点が問題となった。中里氏
の作品の一部を構成する試作素材の権利の帰属が争点となった。既に結ばれていた包
括的な秘密保持契約を柔軟に解釈し、返却期日の定めがない永久貸与の扱いとするこ
とで決着をみたのだが、ここにも知財部門との交渉を重ねた小島氏の苦労をうかがう
ことができる。ちなみに、知財部門の了解を得ることができたのは、オートクチュー
ルが一点物なので使用の追跡が可能であると判断されたからだった。 
有機合成化学研究所との共創の成果としては、中里氏の求める表現領域を実現する
ため、光波長選択フィルムの技術をベースに新たに開発された加飾フィルムが、氏の
作品の素材として採用された(図表５－３)ことに加えて、富士フイルムの展示会にお
けるディスプレイにも活用されたことが挙げられる。また、同社の高級スキンケア新
製品のクリエーティブ監修に中里氏が携わるという展開にもつながった。ファッショ
ンデザイナーの仕事に影響を与えた側面もみられた。中里氏は、エンジニアや建築家
など異業種の人々との対話を、とりわけコンセプト作りの段階において重視するよう
になった。3Dプリンターを用いるようになったのは、建築家との対話から得た気づき
のひとつだという。 
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図表５－３ 新開発の加飾フィルムが採用されたYUIMA NAKAZATOとの共創の成果 
 
 
 
＊富士フイルム提供資料 
 
一方、YUIMA NAKAZATOとの共創を通じて、小島氏もOpen Innovation Hubの新たな課題
を見いだしている。それまでは共創の入口における組み合わせに重点を置いてきたが、
その後のプロセスにおいて想定外のことがしばしば必ず起こることを経験した。その
経験を形式知化する必要を感じた小島氏は、社内向けのサービス・メニュー作りを目
指しているという。 
自社のビジョンを描くことは、多くの企業に共通する悩みである。コンサルティン
グ会社等の助けを借りることなく、富士フイルム自身の未来を描くために必要なもの
を提供する「自社のためのコンテクスト化」が、Open Innovation Hubの役割であると
小島氏は考えている。その役割を果たすために求められるのが「潜在的な顧客ニーズ
を読み取って、それに応じた自社の技術を目利きしフィードバックすることができる
能力、いわば顧客のどの文脈をどの自社技術にすり合わせるかという能力」(前掲小島
氏)である。 
 
注４ 富士フイルムのホームページによると、Open Innovation Hubは「富士フイルム 
  が写真感光材料を原点として培ってきた最先端のコア技術や進行中の開発テーマ 
  と、皆さまが持つ課題やアイデアが交わり、コラボレーションしながら新たな価 
  値を創り出していく“共創”の場」とされる。 
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第６章 考察 
ここまでは、事業転換に迫られた富士フイルムが、価値共創に活路を見いだしたと
ころで触媒的機能が発生し、社内から社外へ価値共創を拡大していくとともに、触媒
的機能をOpen Innovation Hubという形で切り出して発達させていったプロセスを明
らかにしてきた。ここからは、本事例を通じて得られた触媒的機能の発生と発達の事
実に基づいて、第３章で設定した２つのリサーチ・クエスチョンに対する答えを整理
する。すなわち、資源統合におけるアクターの能力と意志の問題に起因して相互作用
が行き詰まる状況にあって、それを打開する触媒的機能が、アクターとしての企業に
なぜ発生し、どのように発達していったのか、また、その触媒的機能は、アクターと
しての顧客によってどのように活用されていったのかに対する答えである。さらに、
その答えが価値共創に対してどのような理論的含意があるのかについて考察する。 
 
第１節 アクターとしての企業における触媒的機能の発生と発達 
 富士フイルムは、事業転換への第一歩として技術資源の棚卸しとそれに基づく重点
事業分野の絞り込みに着手した点から、資源のアクセス性およびそれに依存する資源
性のダイナミックな側面の観点から自社技術をある程度評価していたとみることがで
きる。「融知創新」を事業転換のコンセプトとした点からは、自他の技術資源の組み
合わせを新しいサービス・オファリングに結びつけて資源化の機会を見極めることを
課題として強く認識していたとみることができる。また、「融知創新」は、社内とりわ
けR&D組織内における価値共創を目指すものであった。「融知」は同じR&D部門でも異
分野のスタッフの領域へ入り込んでいくところから始まるものであり、「創新」は事
後創発的な成果を期待するものである。この２つは、R&D部門の経時的変化、すなわち
長年にわたってしみついた「暗室文化」の払拭が確認できるまで続けられるべき取り
組みとされていた。 
「暗室文化」を相互作用が行き詰まる状況としてみるなら、資源性があるにもかか
わらず資源統合の選外となった、というよりはむしろ資源統合の機会すらなかった未
利用資源が存在する状況といえる。このような状況を招いたのは、資源統合における
アクターの意志の問題である。融知創新チームが「村文化」と呼んだ４人１室の閉鎖
性は、新たな資源統合への警戒あるいは無関心につながっていた。 
先進研究所の開設を契機として、４人１室から大部屋へ、働く場の変革がまず試み
られた。分断されたアクター間をつなぐ足し算の触媒的機能を目指すものだったが、
「暗室文化」を打開するには十分でなかった。追って試みられたのが、タッチゾーン™
プロジェクトによる働き方の変革である。働く場の変革では大部屋という空間が資源
の選択肢として提供されるにとどまったが、働き方の変革ではつなぐアクターの組み
合わせに応じたさまざまなプログラムが加わった。若手R&Dスタッフ間をつなぐワーク
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ショップに始まり、R&D部門と事業部の間あるいは事業部間をつなぐナレッジフェスタ
等の社内向け発表会へ広がって、さらに顧客とR&D部門の間をつなぐ社外の展示会への
参加にまで及んだ。こうした可視化の重視と共通言語の空洞を意識づけるさまざまな
プログラムが資源の選択肢として提供されることにより、タッチゾーン™プロジェクト
は分断されたアクター間をつなぐ足し算の触媒的機能を発揮することができたといえ
る。また、可視化の重視と共通言語の空洞への意識づけは、社内アクターを隔ててい
た専門性の壁を取り除く引き算の触媒的機能に近い側面を持っていたといえる。富士
フイルムにおける可視化の重視はデザイン思考の導入によるものだが、イノベーショ
ン・カタリストによる社内変革を目指したインテュイット社の場合もデザイン思考の
社内浸透をねらいとするものだった。いずれもデザイン思考を入口とする点で共通し
ているのが興味深い。 
社内共創において触媒的機能がどのように発達していったのかについては、２つの
方向を見いだすことができる。ひとつは、社内共創に参加するアクターの拡大である。
若手R&Dスタッフ間に始まり、R&D部門と事業部の間あるいは事業部間へ、さらに営業
部門を巻き込むまでに広がっていった。残るひとつは、可視化の重視と共通言語の空
洞を意識づける場ないし機会の拡大である。R&D部門内のワークショップに始まり、ナ
レッジフェスタをはじめとする社内の発表会へ、さらにその経験を踏まえて社外の展
示会への参加にまで広がっていった。社外のアクターと対話の経験を積み、ビジネス
チャンスを探る場を求める声が社内で大きくなった時点で、富士フイルムは自社技術
の資源性に対する評価を確信に変えたとみられる。また、社内共創を通じて発達して
きた触媒的機能をOpen Innovation Hubという形で切り出したことからみて、自他の資
源の組み合わせを新しいサービス・オファリングに結びつけて資源化の機会を本格的
に見極める動きに出たと考えられる。 
ヤマハ発動機との共創事例についてみると、インクジェット技術に顧客が関心を持
っていると感じつつも、その用途を顧客自らスクーターのシート加飾に見いだすまで
富士フイルムが伴走した点から、顧客へ企業が入り込んでいく相互作用をみることが
できる。相互作用の事後創発的な成果としては、UVIQUE技術という新たなインクジェ
ット技術が生み出された。本事例をきっかけに複数の共創案件が両者の間で始まった
ことが、相互作用の前後におけるアクターの経時的変化を物語る。 
この事例を相互作用が行き詰まる状況としてみるなら、インクジェット技術と統合
すべき資源としてシート加飾技術がヤマハ発動機の側に存在していたにもかかわらず、
それ以外の資源を選択肢として考えるという誤りを両社とも犯している状況といえる。
このような状況を招いたのは、資源統合におけるアクターの能力の問題である。ただ、
統合すべき資源を目利きする能力の不足として片づけるのでなく、両社のように規模
の大きな企業にありがちな社内情報の共有不足に目を向ける必要がある。インクジェ
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ット技術の資源性に対する評価こそ両者の間で一致していたものの、その技術がスク
ーターのシート加飾に活用できることが見いだされるまでに時間を要した。この未利
用資源は、ヤマハ発動機の側からビーノ開発チームが引っ張り出されたことで資源統
合の機会を得ることになるのだが、Open Innovation Hubに展示されていたインクジェ
ット技術の資源性をあらためて感じたヤマハ発動機のスタッフがその経験を社内へフ
ィードバックしたことがきっかけである。できる限り多くの自社技術を用意すること
により資源の選択肢を相互に確認できる機会を提供してアクター間をつなぐ足し算の
触媒的機能を、Open Innovation Hubにみることができる。それを物語るのが、Open 
Innovation Hubについて、インクジェット技術のシート加飾への活用というクリエー
ションにつなげるハブになったと考える顧客側の発言であり、社内のどの部署にとっ
ても思いもよらない顧客の関心を引き出せる存在として認める富士フイルム側の発言
である。この触媒的機能は、富士フイルムの技術に対する顧客の潜在的な関心が、Open 
Innovation Hubへの招待をきっかけに見いだされた別の事例にもみられた。内視鏡に
限らず医療に関連する幅広い技術を求める顧客の関心を把握していなかった担当事業
部とその顧客の間をつないだのは、Open Innovation Hubに展示されていたAI技術だっ
た。 
また、ヤマハ発動機との相互作用について機能低下がみられるアクターの要素を取
り除く引き算の触媒的機能を、Open Innovation Hubにみることができる。同社との相
互作用においては、展示会での出会いをきっかけとする現場レベルの関係と役員レベ
ルの関係が別々に進行する非効率的な状況があった。統合すべき資源の選択をアクタ
ーが誤っているどころでなく、もはや混乱している状況といえる。別々に進行してい
た関係を合流させ、シート加飾を共創の課題として共有する場を提供したのが、Open 
Innovation Hubである。 
YUIMA NAKAZATOとの共創事例についてみると、品質基準に対する考え方の違いや技
術協力に伴う権利の帰属について富士フイルムが自社の論理にこだわらず顧客の論理
も尊重して折り合いをつける努力を続けた点に、顧客へ企業が入り込んでいく相互作
用をみることができる。相互作用の事後創発的な成果としては、光波長選択フィルム
の技術をベースに加飾フィルムという新たな機能性フィルムが生み出された。ファッ
ションデザイナーの仕事におけるコンセプト作りの段階に異業種の人々との対話を導
入させた一方、Open Innovation Hubには社内向けのサービス・メニュー作りという新
たな課題を意識させたことが、相互作用の前後におけるアクターの経時的変化を物語
る。 
この事例を相互作用が行き詰まる状況としてみるなら、資源性があるにもかかわら
ず資源統合の選外となった、というよりはむしろ資源統合の機会すらなかった未利用
資源が存在する状況といえる。このような状況を招いたのは、資源統合におけるアク
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ターの能力と意志、両方の問題が考えられる。能力の問題についていえば、光波長選
択フィルムは製品化されておらず未利用資源にとどまっていたが、この技術資源と統
合が可能な外部の資源を目利きするにしても、そもそも外部との接点が限られている
中で限界があった。意志の問題についていえば、製品化されていない光波長選択フィ
ルムとファッションデザイナーの表現力の新たな資源統合が、保有する試作素材の資
源性をおびやかすのではないかと、権利の帰属の観点から富士フイルムの社内で危惧
されたことが挙げられる。 
そもそもあまり接点がなく資源統合の機会が生まれることもなかったファッション
デザイナーと自社の間を限られた資源を動員してつなぐ足し算の触媒的機能が、Open 
Innovation Hubにみられる。小島氏が館長として積極的に取り組んでいる社外活動を
通じての人脈がファッションデザイナーとの接点を生んだこともそのひとつとみられ
るが、それにまして重要なのは、自社の技術資源に関する保有状況を踏まえて統合す
べき資源の選択を細やかにフォローしたことである。インクジェット技術との資源統
合についてはインクジェット事業部との間を、光波長選択フィルムとの資源統合につ
いては有機合成化学研究所との間をつないだが、いずれも社内アクターとファッショ
ンデザイナーとの共通言語の空洞の大きさを見極めて、両者の相互作用に対する関与
の深さを変えている。また、ファッションデザイナーのようにこれまであまり接点の
なかったアクターとの相互作用に対して社内の他部門が逆機能を働かせることがしば
しばみられるが、そのようなアクターの要素を取り除く引き算の触媒的機能を、Open 
Innovation Hubにみることができる。具体的には、知的財産の権利関係や秘密保持に
関する問題を着実に解決していった社内調整や、ファッションデザイナーへの技術協
力にかかる費用について、エクストリームユーザーの反応を兆しとして捉えるフィー 
ルドワークに必要な費用として理解をとりつけた社内説得が挙げられる。 
Open Innovation Hubが触媒的機能を担った２つの共創事例は、アクターの組み合わ
せとしてみると対照的である。ヤマハ発動機との共創事例は大企業と大企業、しかも
製造業どうしの組み合わせであるのに対して、YUIMA NAKAZATOとの共創事例は大企業
とスタートアップ企業、しかも異業種の最たる組み合わせである。この違いは、それ
ぞれの相互作用にとっての触媒的機能の意味を異にする。統合すべき資源の選択肢を
用意してアクター間をつなぐのが足し算の触媒的機能であるが、ヤマハ発動機との共
創事例の場合、資源の選択肢をアクター間で確認させる意味を帯びている。それは、
顧客の関心のありかが明らかになる、あるいは共創の目標が共有される意義について
両社の関係者が言及している点にうかがわれる。一方、YUIMA NAKAZATOとの共創事例
の場合は、スタートアップ企業にとって大企業へのナビゲーションの意味を帯びてい
る。Open Innovation Hubは、大企業の潜在的な技術資源を一覧できる場であるばかり
でなく、それぞれの技術資源についてアクセスすべき社内アクターへ導いてくれるナ
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ビゲーターでもある。また、相互作用について機能低下あるいは逆機能がみられるア
クターの要素を取り除くのが引き算の触媒的機能であるが、ヤマハ発動機との共創事
例の場合、大企業にありがちな「灯台下暗し」について気づきを与える意味を帯びて
いる。富士フイルムの技術資源を最も把握しかつ可視化しているOpen Innovation Hub
の強みが、それを可能にしている。イノベーション論は、新たな要素技術の担い手に
ならなくても、新たな技術の組み合わせを実現するプラットフォームの提供者となる
ことによって、事業全体のリーダーシップをとることができるとするが、それに通じ
るものがある。一方、YUIMA NAKAZATOとの共創事例の場合は、スタートアップ企業に
とって論理も文化も異なる大企業との共創におけるインキュベーションの意味を帯び
ている。相互作用に対する逆機能は社内の他部門からもたらされることが多いが、そ
の風当たりはスタートアップ企業に対して厳しさを増す。そもそも、知的財産の権利
関係や秘密保持に関する社内調整や、技術協力にかかる費用について理解を得る社内
説得の努力を大企業の側が怠れば、相互作用そのものがおぼつかなくなるのである。 
 
第２節 アクターとしての顧客による触媒的機能の活用 
 アクターとしての企業には、顧客との相互作用が行き詰まる状況を打開するために
触媒的機能を発達させることがみられた。一方、アクターとしての顧客において、触
媒的機能はどのように活用されているのだろうか。 
ヤマハ発動機との共創事例についていえば、同社のスタッフが果たした役割が興味
深い。Open Innovation Hubは、たしかにインクジェット技術とシート加飾技術の資源
統合においてアクター間をつないだといえるが、あくまで間接的なものである。ビー
ノ開発チームを引っ張り出したのは、ヤマハ発動機のスタッフだからである。展示会
での出会いをきっかけとするアクター間の関係と役員間の関係が別々に始まってから、
両社の関係者が一堂に会してシート加飾という目標を共有するまで、異なる２種類の
触媒的機能が働いたと考えられる。ひとつは、Open Innovation Hubにおけるインクジ
ェット技術の展示が、その技術の資源性をヤマハ発動機のスタッフにあらためて感じ
させたように、できる限り多くの自社技術を用意することにより資源の選択肢を互い
に確認できる機会を提供してアクター間をつなぐ足し算の触媒的機能である。残るひ
とつは、そのヤマハ発動機のスタッフがインクジェット技術の資源性を再認識した経
験を社内へフィードバックしたことからうかがわれる。インクジェット技術という資
源の選択肢を用意して、ビーノ開発チームを富士フイルムとつなぐ足し算の触媒的機
能を果たしたといえる。Open Innovation Hubを１次的な触媒とするなら、ヤマハ発動
機のスタッフは、アクターとしての顧客の側に発生した２次的な触媒とみることがで
きる。インクジェット技術の資源性に対する再評価は、Open Innovation Hubにおける
展示がなければ、ヤマハ発動機にフィードバックされることがなかった。その意味で、
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Open Innovation Hubは１次的な触媒である。一方、インクジェット技術の資源性に対
する再評価がビーノ開発チームへフィードバックされなければ、シート加飾技術との
資源統合は実現しなかった。その意味で、ヤマハ発動機のスタッフは２次的な触媒で
ある。顧客の側に２次的な触媒を発生させることも触媒的機能のひとつと考えると、
価値共創における触媒的機能の重要性はさらに高まる。顧客へ企業が入り込んだ相互
作用の結果であり、相互作用の成果として事後創発的なものであり、顧客に対して明
らかに経時的変化をもたらしているからである。本事例においては確認されていない
が、顧客の側に発生した２次的な触媒が相互作用について機能する可能性が考えられ
る。あるいは、別のアクターとの相互作用について触媒的機能を担うことがあるかも
しれない。化学物質としての触媒はそれ自身あまり変化しないものであるが、価値共
創における触媒的機能はアクターと同様に相互作用の前後で経時的に変化する可能性
を秘めている。 
YUIMA NAKAZATOとの共創事例についていえば、ファッションデザイナーの仕事に与
えた影響が注目される。Open Innovation Hubを「自分の表現の幅を広げてくれる画材
の宝の山」と中里氏は評したが、さまざまな技術資源との出会いは、同時にファッシ
ョンデザインの世界と異なる考え方との出会いでもあった。品質基準の違いをはじめ
とする考え方の隔たりは、相互作用の難しさを感じさせた一方、それを乗り越えるこ
とを通じて新たな気づきを与えるものでもあった。中里氏がエンジニアや建築家など
異業種の人々との対話を、とりわけコンセプト作りの段階において重視するようにな
った結果、たとえば3Dプリンターを用いるようになったのが建築家との対話から得た
気づきのひとつであることは、既に述べたとおりである。富士フイルムにおける触媒
的機能の発生源とみられるタッチゾーン™プロジェクトは、もともと同社R&Dスタッフ
の働き方の変革を目指して始められた。その系譜を引くOpen Innovation Hubの触媒的
機能がファッションデザイナーの働き方の変革をもたらしたことが、興味深い。 
 
第３節 触媒的機能の新たな可能性 
これまで、相互作用について２つの触媒的機能を中心に議論を進めてきた。しかし、
２次的な触媒を発生させることひとつをとっても、触媒的機能の可能性が他にもある
と考えられる。 
西山・藤川(2015)は、AirbnbやUberのようなプラットフォーム型のサービス・イノ
ベーションが、企業と顧客以外のステークホルダーに受容されないかぎり、その普及
は進まないことに鑑み、リスク・アセスメントとパブリック・コミュニケーションに
よって必要なステークホルダーの容認を引き出し社会受容を促進する価値共創の第三
のアクターとして、レギュレーターの概念を提示した。社会受容を推進するのがレギ
ュレーターであるのに対して、YUIMA NAKAZATOとの共創事例にみられるように組織受
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容を推進する触媒的機能の可能性が考えられる。機能低下もしくは逆機能がみられる
アクターの要素を取り除く引き算の触媒的機能について、レギュレーターにおけるリ
スク・アセスメントは、視野を広く持つ必要性を示唆する。当事者以外の組織内ステ
ークホルダーが相互作用についてしばしば逆機能を働かせるのは、新たな資源統合が
保有資源の脅威となることに敏感だからである。また、レギュレーターにおけるパブ
リック・リレーションは、組織内における調整と説得を両輪で進めていくべきことを
示唆する。YUIMA NAKAZATOとの共創事例は、ファッションデザイナーのようにあまり
接点のなかったアクターとの相互作用において、知的財産の権利関係や秘密保持に関
する問題を着実に解決していく社内調整の重要性を物語る。その一方で忘れてはなら
ないのが、ファッションデザイナーへの技術協力の意義について、エクストリームユ
ーザーの反応を兆しと捉えるフィールドワークに必要なものとして理解をとりつけた
社内説得である。共創の意義についての社内説得があったからこそ、社内調整が進め
られる環境がととのったと考えるべきである。組織受容を推進する触媒的機能は、ア
クターの組織内で機能の細分化が進んでいるほど、その重要性を増すことが考えられ
る。 
Open Innovation Hubの近年の動きで注目されるのが、触媒的機能の共有化あるいは
拡張である。Open Innovation Hubは、多岐にわたり、かつそれぞれに専門性が極めて
高い富士フイルムの重点事業分野のいずれについても触媒的機能を求められる可能性
があるが、ともすれば少数の属人的スキルへの依存に陥りかねない。その危険性を意
識したかどうかはともかく、触媒的機能の共有化に対する積極性をみることができる。
研究所をはじめ関連部署にOpen Innovation Hubの窓口となる担当者を１名ずつ配置
する社内ネットワークの構築に５年をかけたことに、その一端がうかがえる。それに
まして積極性を物語るのが、R&Dや事業部、グループ会社のスタッフによるポスターセ
ッションとともに、営業スタッフを加えてシーズとニーズの社内マッチングをはかる
ダイアログセッションが開催されるOpen Innovation JAMである。社内で最も隔たりの
ある異分野であったR&Dと営業の間の交流を促すもので、共創を全社くまなく浸透させ
ようとする富士フイルムの強い意志を感じさせる。また、触媒的機能の拡張に対する
積極性がみられるのが、展示コンテンツをWeb上で展開するOpen Innovation To Goで
ある。もともとOpen Innovation Hubにおける人的対応の限界を克服する試みだが、社
外との接触機会を最大限に活用しようとする富士フイルムの強い意志を感じさせる。
触媒的機能の共有化あるいは拡張に対する積極性から連想されるのが、顧客にとって
身近なマーケターとしてのパートタイム・マーケターである。Grönroos(2007)は顧客
と直接的に接触する機会においても人数においてもフルタイム・マーケターをはるか
に上回る点に注目するが、Open Innovation JAMもOpen Innovation To Goも、いわば
パートタイム・Open Innovation Hubの養成を目指すものであると考えることができる。
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しかも、Open Innovation To Goは、Open Innovation Hubの窓口となる無人のネット
ワークとして、触媒的機能を無限大に拡張する可能性を秘めている。AI技術の発達が
今後Open Innovation Hubにもたらす可能性を考えると、その触媒的機能がどこまで拡
張していくのか目が離せない。 
 
 
終章 理論上ならびに実務上の示唆と今後の研究課題 
 まず、本研究における理論上の示唆を以下に述べる。 
 企業と顧客の価値共創がどのような場合に行き詰まるのかという実務上の示唆が軽
視されてきたことに、本研究の問題意識がある。それを相互作用の問題として読み解
き、資源統合におけるアクターの能力と意志の問題に起因して相互作用が行き詰まる
状況を打開する手がかりとして、触媒的機能を示した。西山・藤川(2015)が指摘する
ようにアクターの二者間関係を中心に相互作用が議論されてきた価値共創研究におい
て、二者間関係に限定されない視点を新たに提示することができたと考える。また、
西山・藤川(2015)はレギュレーターを価値共創の第三のアクターと位置づける。本研
究における触媒的機能はアクターとしての企業において発生し発達する違いこそある
ものの、当事者以外のステークホルダーによる受容の重視をはじめ、レギュレーター
に類似する点が少なくない。さらに、社会科学のさまざまな分野で注目される触媒の
役割について、２つの触媒的機能を提示することにより新たな視点を提示することが
できたと考える。触媒の役割について踏み込んだ議論は、アーバン・カタリストにと
どまる。足し算と引き算の２つの触媒的機能はアーバン・カタリストの概念を価値共
創に導入する試みにすぎないが、他のアクターに２次的な触媒を発生させる機能や、
触媒的機能の共有化あるいは拡張など、議論の広がる余地は大いにある。価値共創に
おける相互作用と触媒の役割を接続し、前者においては資源統合におけるアクターの
能力と意志の問題に起因して相互作用が行き詰まる状況について考察を深める一方、
後者においては触媒の役割について具体的な議論を進めたことが、本研究における理
論上の貢献である。 
 次に、本研究における実務上の示唆を以下に述べる。 
企業と顧客の価値共創がどのような場合に行き詰まるのかを本研究の問題意識の出
発点に置いたことは、既に述べたとおりである。この問いに対しては、資源統合にお
けるアクターの能力と意志の問題に起因して相互作用が行き詰まる状況を具体的に２
つ提示することができた。かつ、その状況を打開する触媒的機能がアクターとしての
企業に発生し発達するものであるとした点に意義があると考える。顧客価値について
は顧客の使用プロセスにおいても評価されるべきであるとして、時間軸を価値創造の
プロセスに導入したのは、価値共創研究が認められるべき理論上の貢献である。しか
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し、議論の土俵を専ら顧客の領域とする価値共創研究は、これまで企業を主語とする
示唆に慣れ親しんできた企業にとって、捉えどころのないものになりかねない側面を
持っていた。触媒的機能が企業の側に培われる可能性を示した本研究は、価値共創研
究と実務の距離を縮める一助になると考える。また、触媒的機能の秘める新たな可能
性が、価値共創にとどまらない広がりを実務にもたらすことも期待される。組織受容
を推進する触媒的機能は、アクターの組織内で機能の細分化が進んでいるほど経営ツ
ールとしての利用価値が高くなる。Open Innovation JAMもOpen Innovation To Goも、
いわばパートタイム・Open Innovation Hubの養成を目指すものと考えることができる
と既に述べたが、その触媒的機能の共有化あるいは拡張は、インターナル・マーケテ
ィングにおける有効性を認めることができるかもしれない。価値共創を企業にとって
主体的に考えやすいものとしたことに加えて、触媒的機能が議論される可能性を価値
共創にとどめることなく提示したことが、本研究における実務上の貢献である。 
 最後に、今後の研究課題を以下に述べる。 
触媒的機能にレギュレーターとの類似点がみられることは既に述べたとおりである
が、これに限らず類似点がみられる概念は他にもいくつか考えられる。化学における
触媒と異なり、社会科学のさまざまな分野で用いられる触媒はその輪郭が明確に定ま
っていないからである。本研究は資源統合におけるアクターの能力と意志の問題に起
因して相互作用が行き詰まる状況を打開する２つの触媒的機能を提示したが、その精
緻化に向けての議論はこれからであるといわざるを得ない。アクターの組み合わせの
違いにより触媒的機能の意味が相互作用にとって異なってくることが発見されたが、
その意味がどのように異なってくるのかを複数の事例の比較によって明らかにすべき
である。大企業どうしの組み合わせや大企業とスタートアップ企業の組み合わせにつ
いても、それぞれ本研究で取り上げた事例と異なる企業の組み合わせと比較しなくて
はならないし，一般消費者が顧客である場合の組み合わせとも比較する必要がある。
価値共創の第三のアクターについても触媒的機能の可能性を検討する余地がある。た
とえば顧客の中から現れるインフルエンサーについて考えられるし、地域おこしやま
ちづくりにおいても見いださせるかもしれない。大企業が協業・出資を目的としてス
タートアップ企業を募集するアクセラレータープログラムに潜んでいる可能性もある。
また、ブリコラージュの視点も重要である。既に取り上げた制振鉄板の事例は鉄鋼各
社によるブリコラージュの動きであるが、その役割を果たすのが価値共創の第三のア
クターの触媒的機能である場合も考えられる。「時間の流れの中で成長していくとい
う取り組み」(水越、2012、p185)としてみることができるブリコラージュは、時間軸
を価値創造のプロセスに導入した価値共創研究において、触媒的機能を考える重要な
視点となりうる。Open Innovation To GoがOpen Innovation Hubの窓口となる無人の
ネットワークとして、触媒的機能を無限大に拡張する可能性を秘めていることは既に
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述べたが、触媒的機能の共有化あるいは拡張はAI技術の進展と密接にかかわるもので
あり、目が離せない。Open Innovation JAMやOpen Innovation To Goが富士フイルム
に今後もたらす経時的変化は注目に値する。さらに、富士フイルムに限らず類似の動
きがあり得る。今後の研究課題としたい。 
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